
疾患の定義として提唱された「代謝異常関連脂肪性肝疾患（MASLD）」の定義との一致について確認を
行った。NASHについては、肝臓組織所見として、大滴性脂肪沈着 ･炎症性細胞浸潤 ･肝細胞風船様腫
大が必要とされ、NASH疑いの検体については、病理医に改めて組織学的診断を依頼することとなった。
MASLDについては、脂肪肝に加え BMI、糖尿病、脂質異常症からの診断となり、12症例が診断された。
　免疫組織化学染色は、ヒトサンプルにおける染色条件検討を実施した。その結果、最終的に良好な染
色性を示し、条件検討は完了した。

（2） NASH モデル動物を用いた免疫学的解析
　東京農業大学において、著明な脂肪肝 ･線維化を誘発するコリン欠乏メチオニン低減アミノ酸高脂肪
食（CDAA-HF）を C57BL/6J 野生型マウス（WT）およびある遺伝子を欠損させたマウス（KO）に投与
して NASH病態を誘発し、リンパ球あるいはマクロファージに関する検討を実施した。東京農業大学で
は、組織学的あるいは遺伝子発現解析を行った。脾臓および肝臓より単離を行った単核球サンプルは昭
和大学に送付し、フローサイトメトリーによる免疫学的解析を実施した。KOマウスは、WTと比較して
肝線維化が抑制されることが、組織学的および遺伝子発現解析においてに示された（図 1）。リンパ球に
おける解析では、Th1/Th2や Treg/Th17のサブタイプは、普通食群と比較して NASH誘発群において、
炎症の促進に関わる Th17が著明に亢進するなどの変化が明らかであった（図 2）。一方で、WTと KOに

図 1　NASHモデルにおける線維化解析

図 2　NASHモデル肝臓におけるリンパ球サブタイプ解析
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は大きな差が見られなかった（図 2）。マクロファージにおける解析では、NASH誘発群においてマクロ
ファージの陽性像増加と形態学的な変化が観察された。WTと比較し、KOではマクロファージ陽性像の
増加抑制が示された（図 3）。次に、マクロファージのサブタイプについて検討したところ、NASH線維
化に関与すると報告がある CD11cと、浸潤性マクロファージ CCR2や Ly6cが、組織学的あるいは遺伝
子発現解析において、WTと比較して KOで低下していたことが明らかとなった。

（3） NASH モデル動物を用いた腸内細菌叢およびその代謝産物の解析
　AIN93G米ぬか食では、炭水化物 ･脂質 ･タンパク質量と食物繊維量は AIN93Gと同様の組成であっ
た。AIN93G群と AIN93G米ぬか添加群において、マウスの体重は変化が見られず、同様の成長曲線を
示した。盲腸便より DNAを抽出し、16S rRNAメタゲノム解析を実施したところ、腸内細菌叢は大きく
変化していることが示された。β多様性は 2群間で異なり、α多様性は AIN93G群と比較して、米ぬか
群で有意に増加した（図 4）。門レベルにおいては一般的に病態時に増加がみられる Proteobacteriaが減
少するなど、全体的に米ぬか群で腸内細菌叢が良い方向に変化していることが示唆された。科レベルに
おいては、酪酸産生が示唆される Lachnospiraceaeや Oscillospiraceaeが米ぬか群で増加した（図 5）。

図 3　NASHモデル肝臓における F4/80マクロファージ陽性像と定量解析

図 4　米ぬか食投与によるα多様性の変化
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８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　ヒト手術検体を用いた外挿性の検討においては、昭和大学病理医の NASH確定診断を待って、最終的
に症例抽出を確定することとなった。また、線維化そのものに着目すると、NASH以外の症例において
肝線維化のみを指標としても解析を実施していくこととした。
　NASHモデル動物を用いた免疫学的解析においては、CDAA-HF誘発の NASH線維化において、リン
パ球とマクロファージが大きく変化していることが見いだされた。KOマウスの肝線維化抑制には、リ
ンパ球よりもマクロファージの関与が大きい可能性が示唆された。現在、昭和大学においてマクロファー
ジのフローサイトメトリーを実施中であり、東京農業大学で実施された組織学的あるいは遺伝子発現解
析結果と併せて結論を得る予定である。
　腸内細菌叢の解析では、米ぬかの摂取により、腸内細菌叢の有益な変化が示唆された。今後、どの菌
叢が変化しているかの詳細や、代謝物の変化の検討が必要である。本研究では正常個体に対する変化を
見たが、今後、NAFLD病態に対する変化をみていきたいと考えている。

図 5　米ぬか食投与による腸内細菌叢の変化（科）
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２０２３年度 東京農業大学と昭和大学との共同研究プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　志波　　優

１．研究課題名および予算額

研究課題名

成人における食物アレルギー患者の腸内細菌叢メタゲノム解析により将来的な治療標的の探索を目指
す医農連携研究

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 志波　　優 生命科学部　分子微生物学科 ･准教授
総括 ･昭和大学との調整 ･
メタゲノム解析

研究代表者
（昭和大学）

鈴木慎太郎 呼吸器 ･アレルギー内科学部門 ･准教授
総括･東京農業大学との調整･
試料採取 ･臨床情報解析

研究分担者

田中　尚人 生命科学部　分子微生物学科 ･教授 研究結果の解釈

戸塚　　護 生命科学部　分子微生物学科 ･教授 研究結果の解釈

佐藤　拓海 生命科学部　分子微生物学科 ･准教授 メタゲノム解析

西田　暁史 生命科学部　分子微生物学科 ･助教 メタゲノム解析

３．研究期間
　２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　成人食物アレルギーの病態解析は未発達な研究分野であり、その結果、治療薬は存在せず、患者は特
定された原因食物の除去を行うことが治療 ･管理の主体なっている。小児を対象にした既報では腸内環
境の変化が食物アレルギーに関与していることが示されており、成人でも同様の病態が介在している可
能性が示唆されている。そこで、本研究では腸内細菌叢に着目し、成人食物アレルギーの病態解析を行
うことを目的とする。特に小児期からの食物アレルギーを成人まで移行して罹患し続けている症例では、
その関与が大きいと考えており、腸内細菌叢の改善を目指した新規治療、すなわちプロバイオティクス、
ポストバイオティクスが有用な治療手段と成り得ることが期待されている。本研究は、本邦でも画期的
な医学部と本学の分子微生物学科が共同して推進する研究企画であり、それぞれの優位性（昭和大学：
アレルギー診療の専門性、東京農業大学：先端的な腸内細菌研究、解析技術）を持ち寄り、クロスオー
バーさせることで新たな研究発展につながる礎になるものと考えている。
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５．研究目的
　本研究は国内有数の移行期～成人の食物アレルギー患者が受診 ･通院する医療機関である昭和大学病
院で得られた臨床検体（糞便）を用いて、本学で腸内細菌叢解析（メタゲノム解析）を実施する。本年
度は共同研究プロジェクトの立ち上げにあたり、小規模サンプルサイズ（48検体程度）から研究を開始
し、昭和大側では患者のリクルートと糞便検体採取等の臨床試験体制の立ち上げ、農大側ではヒト糞便
検体からの DNA抽出と本学ゲノム解析センターによるメタゲノム解析等の研究体制の基盤構築を行う
ことを目的とする。

６．研究（実験）方法
（1）臨床検体の採取（昭和大学側）
　昭和大学病院側での臨床試験として、倫理委員会承認後（承認番号 2023-015-B）、成人食物アレルギー
患者群とその対照群合わせて、目標症例数 48名、以下の 6群からの糞便試料の収集を目標とする。①健
常対照者（5名）、②小児／乳児期からのアレルギー発症が改善した患者（5名）、③小児／乳児期からの
食物アレルギー発症（ほぼ経腸）が移行 ･持続する患者（10名）、④成人からの食物アレルギー発症（ほ
ぼ経気道感作）がある患者（10名）、⑤成人アニサキスアレルギーの患者（10名）、⑥好酸球性消化管障
害の患者（8名）。糞便試料は研究参加者自らが採取 ･保存できるように、室温で約 1ヶ月糞便中の菌叢
を維持できる保存液入りの糞便採取キットブラシ型（株式会社テクノスルガ ･ラボ）を採用する。得ら
れた糞便検体と付随する解析に必要な臨床情報は、昭和大学側で匿名化された後に、東京農業大学側に
移送する。

（2）糞便試料からの DNA 抽出と次世代シーケンス（農大側）
　昭和大学から移送された糞便検体から、Quick-DNA Fecal/Soil Microbe Kit（Zymo Research社）を用い
て DNA抽出を実施する（本学「人を対象とする実験 ･調査等に関する研究計画書承認番号 2279」。糞便
中の病原細菌が存在する可能性を考慮し、作業は分子微生物学科 P2実験室で実施する。得られた DNA

の品質と濃度を吸光度と蛍光法で測定する。得られた DNAから 16S rRNA遺伝子の V3-4領域を対象と
したアンプリコン調製を行い、イルミナ社の次世代シーケンサーMiSeq（2 x 300 bp）によるシーケンス
を行う。アンプリコン調製からシーケンスまでの工程は、本学生物資源ゲノム解析センターに学内利用
申請し実施を委託する。

（3）シーケンスデータを用いた腸内細菌叢解析（農大側）
　得られたシーケンスデータとそのメタデータを、QIIME2 Pipeline（本学生物資源ゲノム解析センター
開発）にアップロードし、配列データから多様性解析を行うと同時にその菌叢組成データを得る。これ
らのデータを患者群と対照群の群間比較し、患者群に特有の腸内細菌叢の変動の検出を試みる。先行研
究で行っているα/β多様性解析、変動菌種解析に加えて、細菌間相互作用の推測等の多変量解析も試み
る。

（4） 臨床情報と腸内細菌叢データの統合解析（昭和大 ・ 農大）
　臨床情報と腸内細菌叢データの統合解析を行い、臨床情報と相関する多様性指数や菌種に関する統合
解析を行う。得られた研究成果に基づき学会発表や論文化を目指す。

― 228 ―



７．研究成果
（1）臨床検体の採取（昭和大学側）
　研究先である昭和大学 ･呼吸器 ･アレルギー内科学部門では、糞便検体採取を伴う臨床試験の経験が
乏しく、最終的に糞便試料を研究参加者自らが採取 ･保存できるキット（糞便採取キットブラシ型（株
式会社テクノスルガ ･ラボ）の採用に至るまで農大側と議論を重ねた。それに伴い、検体収集研究開始
までの準備期間を要し、研究参加者のリクルートが開始されたのが 2023年 11月末頃であった。当初は
6群 48検体の収集を目標としていたが、本学ゲノム解析センターへの年度内サンプル提出〆切に間に合
わせるため、2群で 48検体の収集へ目標を変更し、2024年 12月末時点に収集できた 16検体（男性 9女
性 7名、うち健常者 6検体、患者 10検体）を匿名化後に農大側に移送した。

（2）糞便試料からの DNA 抽出と次世代シーケンス（農大側）
　昭和大学から移送された糞便検体ブラシから、2024年 1月初旬に DNA抽出を実施し、濃度 

46.6ng/μL（S.D.± 31.9）、純度（A260/280）が 1.87（S.D.± 0.04）とアンプリコン解析に必要な DNAを
抽出できた。一方、研究参加者自らがブラシで糞便を採取する系であったため、検体ごとの糞便量にか
なりバラツキがあることが判明し、糞便量のバラツキを減らす工夫について今後考慮する必要性を感じ
た。DNA抽出後、直ちに本学生物資源ゲノム解析センターに DNAを提出し、現在、得られた DNAか
ら 16S rRNA遺伝子の V3-4領域を対象としたアンプリコン調製を行い、イルミナ社の次世代シーケン
サーMiSeq（2 x 300 bp）によるシーケンスが完了した。各サンプルから得られた平均リード数は 514,559

± 634,213と解析に十分量のリード数を得られた。
　得られたシーケンスデータとそのメタデータを、QIIME2 Pipeline（本学生物資源ゲノム解析センター
開発）にアップロードし、配列データから菌叢データに変換した。得られた各検体の細菌叢の菌種数の
多様性を示すα多様性を図 1に示す。Chao1は菌種数を、Shannon指数は菌種数に均等度を加味した 

指数を示す。両指数において患者群において減少傾向が認められたが、個人間の腸内細菌叢のバラツ 

キと少ない N数のため統計的な意差は認められなかった。続いて、生物分類階級最上位の門レベルにお
ける菌叢組成を図 2に示す。日本人の腸内細菌叢は 5つの門（Firmicutes, Bacteroidetes, Actinobacteria, 

Proteobacteria, Fusobacteria）で 90%以上占められていることが報告されており（Takagi T, et al. 2019）、
今回も同様の傾向を示した。一方、患者郡において菌叢組成に一部検体において特定の門の割合が高い
等のバラツキが認められた。さらに属レベルにおいては 244属が検出されたものの、両群で統計的に有
意な変動菌種は認められなかった。

図 1. α多様性（Chao1と Shannon指数）のボックスプロット（Ctrl: 健常者群 , Patient: 患者群）
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８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　本年度は昭和大学 ･呼吸器 ･アレルギー内科学部門と本学分子微生物学科の初めての共同研究であり、
かつ、研究参加者自身が糞便検体採取を行う臨床研究であった。そのため、倫理審査申請に要する時間
に加えて、検体採取方法や研究参加者への説明文書の作成等、一連のプロトコル確立に当初の想定以上
に時間を要した。次年度以降に向けて、年度内に菌叢データ取得を優先してプロトコルの確立を目指す
ことを優先し、サンプル数が当初の 6群 48検体の収集目標から 2群で 16検体へと減少した。しかしな
がら、今年度糞便検体から高品質な DNAが得られる系が確立され、DNAから本学ゲノム解析センター
を利用した菌叢解析の枠組みを確立することができた。また、α多様性が患者群において減少傾向が認
められたことから、次年度以降はさらに検体数を増やし菌叢データを拡充することで、患者群に特有の
菌叢変化を検出できる可能性がある。今後はメタゲノム解析の観点から成人食物アレルギーの病態解明
と、その成果を学会発表や論文として公表することを目指す。

１０．公表した成果一覧

学術論文：特になし
学会発表：特になし

図 2. 門レベルにおける菌叢組成（Ctrl: 健常者群 , Patient: 患者群）
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２０２３年度 東京農業大学と昭和大学との共同研究プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　山内　　淳

１．研究課題名および予算額

研究課題名

婦人科系疾患に用いる漢方薬のエストロゲン活性に対する影響

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 山内　　淳 国際食料情報学部　国際食農科学科 ･教授
エストロゲン活性評価
研究総括

研究代表者
（昭和大学）

小池　佑果
薬学部　臨床薬学講座　天然医薬治療学部門･
講師

漢方エキスの作成、
エキスの分離精製

研究分担者 藤巻　貴宏 生物応用科学部　農芸化学科 ･助教 活性成分の同定

３．研究期間
　２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　まず、2022年度は婦人科系疾患の治療薬として代表的な当帰芍薬散、桂枝茯苓丸、加味逍遥散のエキ
スを作成し、ヒト乳がん由来細胞株であるMCF7細胞を用いレポーターアッセイ系を用いて、エストロ
ゲン活性を評価した。その結果、本アッセイ系を漢方薬の評価が可能であることを確認した。本年度は
その他の漢方薬を対象に、エストロゲン活性に対する影響を調べた。

５．研究目的
　2022年度に測定した漢方エキスがエストロゲン活性を持つことがわかったが、その活性は低かった。
そこで、本年度は別の婦人科系疾患に用いられる大黄牡丹皮湯、通導散、温経湯など 9種の漢方につい
てスクリーニングを実施し、活性が認められた漢方についてエストロゲン活性を指標に活性成分の探索
を行った。基本的には、1年間で本研究は終了とするが、多数の漢方にエストロゲン活性が認められた
場合は、漢方毎に 1年ずつ更新し継続的に共同研究を実施することとした。
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６．研究（実験）方法
【昭和大学】漢方エキスの作成とエキスの分画を担当する。漢方エキスは、構成生薬を煎じ、濃縮後、
凍結乾燥し作成する。エストロゲン活性に影響を与えた漢方については、エキスを分画する。分画は、
有機溶媒や各種担体を用いて行い、活性成分の単離を行う。得られた活性成分の構造は NMRスペクト
ルやMSスペクトルを用いて決定する。これらを実施することで、漢方に含まれる活性成分を明らかに
する。

【東京農業大学】エストロゲン活性の測定を担当する。エストロゲン応答配列を上流にもつ Nano-lucif-

erase レポーター遺伝子を、正常なエストロゲン受容体を持つことが知られているヒト乳がん由来細胞で
あるMCF-7細胞に安定的に発現する細胞株を用いて、エストロゲン活性を評価する。漢方薬の評価が
可能であることを確認する。漢方エキスと活性成分のエストロゲンに対する活性を明らかにする。エス
トロゲン活性を示す物質は脂溶性成分である可能性があるため、生薬を煎じる抽出法に加え、有機溶媒
を用いた抽出法も試みる。

７．研究成果
　水抽出の他に 50％エタノール抽出した漢方エキスを作成し、エストロゲン活性を評価した。本年度は
新たに 9種類の生薬を試みたが、水抽出およびエタノール抽出いずれの方法でもエストロゲン活性を認
める漢方が存在した。特に、エタノール抽出によってより活性が高くなることから、エストロゲン活性
を有する物質は脂溶性である可能性が示唆された。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　水抽出、エタノール抽出いずれにも活性が認められる漢方を選択し、分画することによってエストロ
ゲン活性を示す物質を同定することが課題である。しかしながら、共同研究者の小池氏が令和 6年 1月
より 1年間海外留学されており、研究を継続することが困難となった。したがって小池氏の帰国を待っ
て研究を継続したい。

１０．公表した成果一覧

学術論文：特になし
学会発表：特になし

その他
1） 2023「産学官 ･地域連携 HUB」シンポジウム　令和 5年 12月 1日　研究シーズ発掘ファンド「婦
人科系疾患に用いる漢方薬のエストロゲン活性に対する影響」山内　淳
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　吉田　沙樹

１．研究課題名および予算額

研究課題名

ワサビの農業特性と遺伝的多様性解明に関する研究

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 吉田　沙樹 農学部　生物資源開発学科 ･助教 代表

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　ワサビ（Eutrema japonicum（Miq.）Kiudz.）は日本の食事には欠かせない香味野菜であり、古くは飛鳥
時代から食文化に関わっている。江戸時代より根部はすりおろして薬味として用いられ、また地上部は
山菜として漬物や天ぷらに調理される。近年は山菜 ･香辛料のみならず、蒸留酒の原料になるなど、活
用の幅は広まっている。
　山梨県小菅村は、多摩川の源流部である小菅川が流れ、多くの湧水を有する山間の村である。小菅村
では、その水を利用してワサビが栽培されており、山梨県内における栽培面積割合も上位に位置する。
小菅村固有の在来ワサビの栽培も報告されており、地域資源としての利活用が期待されている。しかし、
伊豆から流入した品種が多く栽培されているのが現状であり、在来ワサビの栽培面積は広くはない。さ
らには栽培農家の高齢化に伴い、栽培技術や伝統的知的財産が失われ、在来品種の存続が危ぶまれてい
る。今後さらに改良種の普及が進めば、在来系統が減少し多様性が失われることが予測される。在来ワ
サビの保全は緊急の課題であるが、ワサビは種子の保存が困難な難貯蔵種子であることから、ジーンバ
ンクに遺伝資源として保存されておらず、多くは生息 ･栽培地で域内保存されているのが現状である。
また、栽培品種についても栄養繁殖の繰り返しによる劣化が見られ、新品種の開発が望まれているが、
品種育成の親となる遺伝資源も、同時に消失しつつある。

５．研究目的
　本研究では、小菅村在来ワサビの保全を目的とし、（1）小菅村におけるワサビ栽培の実態調査を行う
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と共に、（2）在来ワサビの遺伝的な情報の基盤構築、（3）増殖方法の検討を行った。また、地域資源と
しての活用を目指し、（4）辛味成分含有量の測定を試みた。

６．研究（実験）方法
（1）小菅村におけるワサビ栽培の実態調査
　多摩源流大学協力のもと、2023年 10月 19日に小菅村のワサビ農家 3件を訪れ、聞き取り調査を行っ
た。また、以下の遺伝学的実験の為に、植物体の一部を採取した。

（2）ワサビの遺伝的な情報の基盤構築
➢ 染色体の観察：ワサビの根端を採取し、4℃の暗所でオキシキノールに 5時間浸漬した後、純粋で洗
浄し、ファーマ固定液（エタノール：酢酸＝ 3：1）で 4℃にて 24～48時間固定した。固定後標本作
製まで－ 20℃の 70％エタノールで保管した。標本作成時は、固定した根端を 70％エタノールに 5

分、15％エタノールに 5分、純水に 8分、60℃の塩酸に 7～8分、純水に 6分、シッフ試薬に 1時間
浸漬した。1時間経過した後、純水 5分浸漬し洗浄後、押しつぶし法にてプレパラートを作成し、
根端での染色体観察（体細胞分裂）を行った。

➢ ゲノムサイズの測定：サンプル調整は、CyStain PI Absolute P（Sysmex）の推奨プロトコルに従った。
ワサビ葉を 5㎜四方に切り取り、Extraction bufferを用いて破砕した。粉砕後、フィルター濾過を行
い、染色液（Staining buffer：Propidium Iodide：RNAseA = 1.6ml：9.6μl：4.8μl）を加え各染色体の
染色を行った。測定は CyFlow Ploidy Analyser（Sysmex）を用いて行った。

➢  GRAS-Di解析：小菅村在来（SG23-1～4）･栽培ワサビ（SG1～3, SG23-5, SG23-6）、長野県白馬村 ･
小谷村で収集された自生系統（HK）および一般的な栽培ワサビである真妻（ZM）、イシダル（ID）、
正緑（DR）を用い、小菅村在来ワサビの遺伝的な位置付けの解明を試みた。自生ワサビは、白馬
五竜高山植物園および北アルプス植物園の協力のもと、長野県において収集した。サンプル DNA

の調整は NucleoSpin® Plant II（TaKaRa）の推奨プロトコルに従い行った。DNA量の濃度測定およ
び電気泳動によるクオリティチェックをクリアした 96サンプルを株式会社生物技研に送付し、委
託解析を行った。

（3）増殖方法の検討
　種子増殖 ･根茎伏せ込み法 ･無菌培養を試みた。
➢ 種子増殖：ワサビ種子は一般に乾燥に弱いとされる。栽培農家における伝統的な種子の保管方法と
して、5月に収穫した種子をネットに包み、サヤごと流れのある川に漬け、サヤが腐り落ちた秋ご
ろに種子を回収し播種を行う方法がある。そこで、5月に収穫した小菅在来ワサビの種子を同様の
手法で保管し、発芽を試みた。

➢ 根茎伏せ込み法：根茎を 2センチほどに切り分け、ベンレート 1000倍希釈で消毒した床土＝川砂：
腐葉土（1:1）に伏せ込み、栄養繁殖を試みた。

➢ 無菌培養：5月に収穫した種子を寒天培地で培養した。

（4）辛味成分含有量の測定
　ワサビの辛味成分である，機能性成分であるイソチオシアネート（ITC）類のうち、アリルイソチオ
シアネート（AITC）および 6- メチルスルフィニルヘキシルイソチオシアネート（6-MSITC）の含有量
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をについて、GC/MS 分析による定量を試みた。サンプル調整は、竹下らの 2016年の報告に従った（静
岡県環境衛生科学研究所報告 No.59）。

７．研究成果
（1）小菅村におけるワサビ栽培の実態調査
　小菅村におけるワサビ栽培は、江戸時代に静岡県から持ち込まれたのが始まりであると言われている。
栽培が広まってからは、小菅村から静岡県に苗が持ち込まれたという記録も残っており、かつては両生
産地で系統の行き来があったことが伺える。しかしその後は、生産者によって独自の育種が進められた
ため、静岡県の系統と鳥取県のだるま系統を掛け合わせたなどの断片的な証言はあるものの、詳細な記
録は残っていない。生産者の間でも、「小菅村在来ワサビ」は村の在来系統として認識されており、かつ
ては栽培していたという生産者も存在したが、小菅村在来ワサビには根茎が大きくならない、という問
題が生じていた。根茎重量によって価値が決まるワサビとしては致命的な問題点であったため、栽培件
数は激減し、現在圃場として小菅村在来ワサビを維持しているのは 1件のみであった。しかし、小菅村
在来ワサビは小ぶりで辛いと言われており、村には「辛すぎてワサビであると信じてもらえなかった」
などの逸話が残っていた。

（2）ワサビの遺伝的な情報の基盤構築
　染色体観察の結果、小菅ワサビ、真妻、イシダル、正緑において、28本の染色体が観察された（図
1）。ワサビには 2倍性 ･ 4倍性と種内に倍数性があることが報告されているが、小菅村在来ワサビは一
般的な栽培ワサビと同様の 2n=28の 4倍体であると考えられた。また、ゲノムサイズを測定したところ、
イシダル、真妻のゲノムサイズは共に約 700Mb、正緑はその 2品種よりも大きい約 860Mbpであった。
小菅村在来ワサビのゲノムサイズは、平均 720Mbpとイシダルや真妻と近い値を示した。以上のことか
ら、小菅村在来ワサビの基本的な遺伝学的特性は、一般の栽培ワサビと共通していることが確認された。
GRAS-Di解析の結果に基づき系統樹を作成したところ、形態から野生種と判断された系統（13,14）が
主となるクラスター（Cluster 1）、栽培品種である真妻（ZM）、イシダル（ID）、正緑（DR）および小菅
村栽培ワサビから形成されるクラスター（Cluster 2）、長野県自生ワサビが主となるクラスター（Cluster 

3）の 3クラスターが形成された（図 2）。小菅村在来ワサビ（SG23-1～4）は同じ村内で栽培されながら
も、小菅村栽培ワサビ（SG1～3, SG23-5, SG23-6）とは異なるクラスターに位置しており、自生ワサビ
と遺伝的に近縁であった。以上の事から、小菅村在来ワサビは一般的なワサビとしての特性を維持しな
がらも、村固有の系統として遺伝的に独立していることが明らかとなった。

― 235 ―



図 1　ワサビの染色数（SG: 小菅在来ワサビ，ZM: 真妻，ID: イシダル，DR: 正緑）

図 2　ワサビの遺伝的多様性および小菅村在来ワサビの遺伝的位置付け
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（3）増殖方法の検討
　5月～10月に川で処理をしたワサビ種子について、4℃の低温で処理した後に厚木キャンパス内の温室
において播種を行ったところ、発芽を確認した。また、根茎伏せ込み法では、伏せ込み後約 3ヶ月で 28

個体中 17個体から腋芽の発生が確認された（図 3）。無菌培養を試みたところ、培地への播種後 6ヶ月ほ
どで発芽が確認された。根茎伏せ込み法は即効性 ･増殖効率に優れるが、クローン増殖のみならず、種
子から育苗した個体を維持することが望ましい。

図 3　伏せ込み開始時のワサビ（左）および伏せ込み後 3ヶ月時点のワサビ（右）

（4）辛味成分含有量の測定
　辛味成分含有量は栽培環境や測定法により変動しやすいことが報告されている。現在、サンプル調整
法について検討中である。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　根茎伏せ込み法による簡易で迅速な増殖が可能であることが確認された事から、現在個体数の限られ
た小菅村在来ワサビの保全を大きく進めることが可能となった。

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　本研究により、小菅村在来ワサビが栽培品種とは遺伝的に異なっていることが明らかとなったが、今
回比較した自生系統は長野県から収集されたものに偏っている。今後は、三大産地である静岡県 ･岩手
県を含めより広範囲なサンプルを用いて系統解析を行うことで、小菅村在来系統のみならず、日本にお
けるワサビの多様性解析を行うことが望ましい。また、本研究では GRAS-Di解析によって遺伝的情報
を獲得し、特に野生系統の変異を見出すことができた。ワサビは、形態から野生か否かを識別すること
が難しく、現状では開花期に雄蕊の葯の色から判断するのみとなっている。今回の得られた変異からマー
カーを作成することで、開花期に限らず迅速に野生系統を識別することが可能となる。
　聞き取り調査では、小菅村在来ワサビの辛味に関する証言を得ることができた。簡易的に行った官能
試験においても、小菅村在来ワサビは一般の栽培品種より辛いとする声が多かった。辛味成分含有量に
ついては現在測定法を検討中だが、この辛味を残したまま、小菅村在来ワサビの弱点である根茎重量を
増加することができれば、地域資源としての活用に期待ができる。その為、今後は倍加ワサビの作出等
による根茎の肥大化を目指す。

１０．公表した成果一覧
　2024年度に行われる、第 147回日本植物育種学講演会（令和 6年度春季大会）において発表予定。
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　眞榮田　麻友美

１．研究課題名および予算額

研究課題名

黒麹菌におけるフェノール酸脱炭酸酵素とオートファジーの関係性

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 眞榮田麻友美 応用生物科学部　醸造科学科 ･助教 代表

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　泡盛は沖縄の伝統的な蒸留酒であり、3年以上熟成させると芳醇な香りを持つ古酒になる。泡盛古酒
香の特徴香であるバニリンは米の細胞壁に結合しているフェルラ酸（FA）に由来している。泡盛醸造中
に細胞壁に結合している FAが黒麹菌が持つフェルラ酸エステラーゼによって遊離し、その FAが 4- ビ
ニルグアヤコール（4-VG）に変換され、貯蔵中に非酵素的酸化によってバニリンに変わることが知られて
いる。これまでに、泡盛醸造中の 4-VG生成は乳酸菌や酵母、蒸留時の熱によって生成されると考えら
れてきたが、申請者は黒麹菌由来フェノール酸脱炭酸酵素（AlPAD）が泡盛醸造中の 4-VG生成の主要
因であることを明らかにした。また、AlPADは製麹時間と伴に発現量が増加することを明らかにしたが、
製麹後期に AlPADの発現量が増加する理由は明らかになっていない。その他、AlPADは液体培養にお
いてグルコースやその他の糖を消費後、著しく発現することが確認された。菊間ら（2014）は Aspergillus 

oryzaeにおいてオートファジーは窒素源飢餓や気中菌糸形成、分生子形成などの形態分化時に起きるこ
とを報告している。また、転写因子破壊株ライブラリーを用いた実験において、炭素源や窒素原の利用、
分生子や分生子柄形成に関連する転写因子が 4-VG生成量の増減に関係していることが確認された。こ
れらのことから、AlPADの発現とオートファジーに関係性があるのではと考え本研究を着想した。

５．研究目的
　本研究は AlPADの誘導 ･発現メカニズムを明らかにするために、AlPADとオートファジーに関係性
があるのかを明らかにすることを目的として行った。
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６．研究（実験）方法
（1）グルコース培養菌体重量、培養上清中のグルコース量および AlPAD の発現確認
　黒麹菌を完全合成培地で 18時間培養し、得られた培養菌体を 1%グルコースを含む最小合成培地（MM

培地）に移し替え、1日ごとに菌体を回収し、菌体量を測定した。回収した菌体はマルチビーズショッ
カーを用いて破砕し、タンパク質抽出液を調製した。調製した抽出液を用いてタンパク質量を揃えてウ
エスタンブロッティングを行い、AlPADのシグナル強度を ImageJを用いて定量した。コントロールと
してリコンビナント AlPAD（rAlPAD）を用いた。培地上清中に含まれているグルコースはグルコース
CII- テストワコーを用いて測定した。

（2）alpad およびオートファジー関連遺伝子の転写量の定量
　回収した菌体を液体窒素にて凍結し、マルチビーズショッカーを用いて破砕し、SV Total RNA Isolation 

Systemを用いて RNAを抽出した。抽出した RNAの定量は Qubit Fluorometerを用いて測定した。次に、
Rever Tra Ace PCR RT Master Mix with gDNA Removerを用いて cDNAを合成した。作製した cDNAを鋳
型にリアルタイム PCR（qPCR）にて alpadおよびオートファジー関連遺伝子（atg）の測定を行った。

７．研究成果
（1）�グルコース培養菌体の重量、グルコース

消費量および AlPAD の発現確認
　グルコースを唯一の炭素源とするMM培地にて 9

日間培養し、各培養時間の菌体湿重量および培養上
清中のグルコースを定量した結果、グルコースの消
費は 3日後にはほぼ消費されており、1日後から 2

日後の消費量が最も多かった（図 1）。それに伴い培
養菌体の菌体量も 1日後から 2日後にかけて増加し
ていた。また、グルコースが完全に消費されてから
24時間後に菌体量が減少していることが確認され
た。各培養時間ごとのウエスタンブロッティングの
結果およびそのシグナル強度を図 2および 3に示す。
AlPADは培養 4日後に発現することがわかった。こ
のことから AlPADはグルコースが消費されてから約
24時間後に発現することがわかった。また、菌体の
重量が著しく低下していることから自己消化が起き
る条件下で AlPADが発現する可能性が示唆された。

（2）�alpad およびオートファジー関連遺伝子
の転写量の定量

　各培養時間の菌体を用いて各遺伝子の転写量の定
量を行った。atg遺伝子においては、Aspergillus oryzaeや nigerにおいて報告されている Atgと相同性の
ある配列をゲノム情報を基に探索し、qPCRにて定量した。今回調べた遺伝子は、飢餓条件下で引き起
こされるオートファジーの上流にある atg13、Atg13の下流にあり細胞死に関与するとされる atg1、さら
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にその下流にありオートファゴソーム前駆体の形成
に関わる Atgと相互作用する atg2、菌糸成長の際の
オートファジーに関わる atg8、オートファジックボ
ディ内の溶解に関わるリパーゼである atg15を用い
た。
　始めに alpadの定量を行った結果、2日後にわずか
に減少後 3日後から 7日後にかけて増加していた（図
4）。これまでに AlPADはグルコースが存在すると発
現量が抑制されることが報告されている。グルコー
ス培養において 1日後から 2日後にかけてグルコー
スの消費が著しいことから、その間にカーボンカタ
ボライトリプレッションにより alpadの転写が抑制
されたと考えられえる。次に atg遺伝子について調
べた結果、atg2、atg13および atg15はどの培養時間
においても大きな差は見られなかった。また菌糸の
伸長に関わる atg8と飢餓時のオートファジーに関わ
る atg1においては 3日後が最も高い値となった。し
かし、菌体重量の結果から菌体の増殖は 1日後から
3日後にかけて増殖していた。このことから、atg8

の転写量の増加は 3日後よりも前にあるのではない
かと考えられる。また、菌体量の減少は 3日後から
4日後の間に著しく減少したことから atg1が増加し
たことによりオートファジーが促進され菌体量が減
少したと考えられる。
　これらの結果から、菌体重量の変化とオートファ
ジー関連遺伝子の関係性は見られたが、AlPADの発
現と関係性があるオートファジー関連遺伝子につい
ては明確にすることができなかった。しかし、AlPAD

の発現はオートファジー関連遺伝子が発現し、細胞
死が始まったころに転写し始めることがわかった。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　本実験では AlPADの発現とオートファジー関連遺伝子の関係性について明確にすることができなかっ
た。今後、その他のオートファジー関連遺伝子についても調べ AlPADと関係性がある遺伝子がないか調
べる。また、atg1などの欠損株を作製し alpadが転写されるか調べる。その他、オートファジー関連遺
伝子以外の遺伝子の関与を調べるために RNA-seqなどの転写解析についても検討する。
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１０．公表した成果一覧

学会発表
1） 宇良一輝，松尾彩，吉田嵩策，平良東紀，吉川潤，前橋健二，眞榮田麻友美．Aspergillus luchuensis

由来フェノール酸脱炭酸酵素の誘導条件．日本生物工学会 2024年度大会．東京．2024年 9月
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　四井　いずみ

１．研究課題名および予算額

研究課題名

植物の基礎的抵抗性に関わる細胞死抑制機構の解明

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 四井いずみ 生命科学部　バイオサイエンス学科 ･助教 活性酸素種の定量 ･研究統括

研究分担者
瀬津　暁乃

生命科学研究科　バイオサイエンス専攻 ･
博士前期課程1年

遺伝子発現解析

吉田美百合
生命科学研究科　バイオサイエンス専攻 ･
博士前期課程1年

抗酸化剤処理による免疫応答
の解析

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　植物の基礎的抵抗性は微生物に共通して保存されている構造（パターン）を認識することで発揮され、
植物を日和見感染から防ぐ。この基礎的抵抗性は被子植物に加え、近年コケ植物でも報告されたことか
ら（Bressendorff et al., Plant Cell 2016）、高等植物への進化の過程で複雑化する前に獲得、保存された重
要なシステムであると推測される。基礎的抵抗性に関わる因子を探索するために申請者らは遺伝的冗長
性の低いコケ植物に着目した。植物の基礎的抵抗性における細胞死抑制機構の一端を明らかにすること
を目指して、一細胞からの分化能が高いコケ植物ヒメツリガネゴケを用いた変異体スクリーニングによ
り、カビの細胞壁成分キチンの処理で基礎的抵抗性の指標となる褐変を示さず、細胞死が誘導される変
異体（chitin-induced cell death mutant）: ccdを複数単離することに成功した（2021年度）。昨年度は、本
プロジェクトの助成を得てコケ植物では初めてとなる遺伝子マッピング系を確立し ccdの原因遺伝子と
して P450ファミリーに属する遺伝子を同定することに成功した（「2022年度植物生理学会で責任著者と
して発表）。
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５．研究目的
　植物において P450ファミリーは 11種のグループ（クラン）に分類され、その一つである 71クランに
は細胞壁成分であるリグニンの生合成に重要な経皮酸 4位水酸化酵素（C4H）や p- クマル酸 3位水酸化
酵素（C3H）、フェルラ酸 5位水酸化酵素（F5H）などを含む二次代謝全般に関わる酵素が含まれる。 

分子系統学的解析から ccdの原因遺伝子は、C3Hをコードする CYP98Aと相同性を持つ遺伝子 

（PpCYP98A-Like/CCD）であった。植物において C3Hの代謝産物であるクロロゲン酸やカフェ酸は抗酸
化剤としての作用が報告されている（Grace and Logan, 2000）。そこで本申請においては、C3Hを介した
代謝産物の抗酸化作用と植物の基礎的抵抗性との関係を以下の研究計画 ･方法に記載した解析により明
らかにする。

６．研究（実験）方法 と ７．研究成果
（1）キチン誘導性の過敏感細胞死の解析
　キチン処理により、WTにおいては処理 12時間で褐変が誘導さ
れる一方で、ccdにおいて褐変は観察されず Hypersensitive Response

（HR）様応答に代表される葉緑体の破壊や細胞質の収縮が誘導さ
れ（挿入図 1 矢印）、48時間後には ccdにおいて細胞死が誘導さ
れることをこれまでに明らかにしている。病原菌感染で HR様細
胞死を起こす細胞では活性酸素種の高蓄積が報告されている（Ines 

Ponce de Leon, 2012）。そこでキチン処理による細胞内の活性酸素
種の蓄積量をWTと ccdで比較するために活性酸素検出蛍光試薬
である H2DCFDAを用いて活性酸素種量を定量することを試みた。
　5μMの H2DCFDAで 1時間前処理したWTと ccdをキチンで
0，12，24，48時間処理し、細胞内の活性酸素種と反応して生じ
る緑色蛍光（490nmで励起、525nmで検出）を、蛍光プレートリー
ダーを用いて測定した。しかしながら、WTにおいて時間経過に伴いキチン未処理区画とキチン処理区
画の両方において蛍光値が上昇したことにより、キチン処理による活性酸素種量の上昇を観察すること
は出来なかった。H2DCFDA処理後の洗浄が不十分であると蛍光値が上がるため蛍光値の変動がなくな
るまで 5回程度水で洗浄している。洗浄による接触刺激がキチン未処理区画での活性酸素量の上昇の原
因になっていることが考えられたため、洗浄回数や洗浄方法を今後検討していく必要がある。

（2）キチン誘導性細胞死における抗酸化剤カフェ酸の役割の解析
　キチン処理により細胞死が顕著に誘導される ccd2においては活性酸素種の生成に関わる NADPHオキ
シダーゼの一つ PpNOXがキチン処理によりWTと比べて優位な発現上昇を示すことを明らかにしてい
る。このことから ccdにおいてキチン処理後に誘導される HR様応答には活性酸素種の蓄積が影響して
いることが推測された。C3Hの代謝産物で抗酸化作用を有するカフェ酸をキチンと同時処理することに
より、HR様応答が抑制されるかを観察することとした。
　ヒメツリガネゴケにおいてカフェ酸の生合成ができない変異体は配偶体形成が阻害されるが長期的に
20μMカフェ酸を添加した培地で育てると配偶体形成が部分的に回復する（Renault et al., 2016）。一方、
高濃度のカフェ酸の長期的処理は生育を抑制することが報告されている（Richter et al., 2012）。キチン応
答は 48時間までの短期的処理による応答を観察するため、生育に影響を及ぼさずに効果を発揮するカ

挿入図 1
ヒメツリガネゴケ原糸体をキチン処理

0，12，24時間後の写真
（上段）:WT（中央）:ccd1（下段）:ccd2

bar: 50μm
矢印: HR様の応答を示す細胞
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フェ酸濃度を検討した。0，50，75，100，200，300，400，500μMのカフェ酸添加培地上での生育を観
察したところ、処理後 24時間以降で 200μM以上の濃度では顕著な生育抑制が観察されたため、カフェ
酸の添加濃度を 100μMとすることとした（挿入図 2）。
　キチン 24時間処理によりWTにおいては褐変化、ccd2においては HR様応答が観察されるが、キチ
ンとカフェ酸同時処理することにより ccd2における HR様応答が抑制された。このことから HR様応答
に影響を与える活性酸素種がカフェ酸による抗酸化作用により無毒化されたことが考えられた。一方で、
カフェ酸が細胞外でキチンの効果を弱めていることも考えられるので、キチン単独処理とキチンとカフェ
酸同時処理した時の組織におけるキチン誘導性の遺伝子発現を比較することにより、単独処理とキチン
とカフェ酸同時処理時のキチン応答を確かめる必要がある。

挿入図 2　 ヒメツリガネゴケ原糸体を左から未処理，50，75，100，200，300，400，500μMの
カフェ酸で処理した写真　上段 : 1日間処理，下段 : 4日間処理　bar: 250μm

（3）病原菌接種による細胞死と抵抗性の評価
　Botrytis cinereaは死細胞を栄養とする殺生菌の特徴を有し 200種以上の植物に感染する多犯性の病原
菌である。ヒメツリガネゴケにも感染し HR様細胞死を誘導することが報告されている（Ines Ponce de 

Leon, 2012）。これまでの研究により ccd1と ccd2の両変異体はWTよりも B. cinereaに対する抵抗性が低
いことが分かっている。しかしながら、ccd変異体は紫外線照射により単離されているため抵抗性の低
さが原因遺伝子である PpCYP98A-Like/CCDの欠失によるものかは明らかではなかった。そこで、ccd1

と ccd2のそれぞれにおいて PpCYP98A-Like/CCD相補体を作出し B. cinereaに対する抵抗性をWTと比
較した。その結果、PpCYP98A-Like/CCD相補体はWTと同様の抵抗性を示したことから、PpCYP98A-Like/

CCDが B. cinereaに対する抵抗性に重要な働きをしていることを明らかにした。
　次に ccd2にカフェ酸を処理することで B. cinerea接種に対してWTと同程度の抵抗性を示すようにな
るかを観察することとした。WTと ccd2を B. cinerea接種もしくは 100μMカフェ酸で 24時間前処理し
た後に B. cinerea接種した。しかしながら、WTにおいてカフェ酸前処理した場合、B. cinerea菌糸の広
がりが顕著に抑えられたことから、WTと ccd2との差を観察することは出来なかった。カフェ酸の抗菌
性やカフェ酸の処理濃度について今後検討する必要がある。

（4） 網羅的遺伝子発現解析
　昨年度は、キチンなどの微生物パターンで数分から 1時間程度の間に初期誘導されるパターン誘導性
免疫（PTI）と中期的応答である HR様細胞死に関わる遺伝子発現パターンについて知見を得るとともに
WTと ccdの間でキチン処理時に遺伝子発現変動が顕著なタイムコースを明らかにするため、WTと ccd1

をそれぞれキチン未処理、処理後 30分、1時間、12時間の組織を biological replicate=1でサンプリング
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し、RNAseq解析を行った。主成分解析の結果、HR様応答が顕著な 12時間処理でWTと ccd1の遺伝子
発現パターンに顕著な違いが見られた（挿入図 3（A））。さらに処理後 12時間でWTと ccd1で発現変動
が顕著な遺伝子を GO解析した結果、酸化還元プロセスに関わる遺伝子が多いことが分かった（挿入図
3（B））。
　ccd1の原因遺伝子は、P450ファミリーの 71クランに属する C3Hをコードする CYP98Aと相同性を持
つ遺伝子（PpCYP98A-Like/CCD）である。71クランには細胞壁成分であるリグニンの生合成酵素を含む
二次代謝全般に関わる酵素が含まれる。キチン処理後 12時間でWTと ccd1でおいて発現変動する遺伝
子の多くは酸化還元プロセスに関わる遺伝子であったので（挿入図 3（B））、酸化酵素や還元酵素に着目
し、WTと ccd2をキチン未処理、処理後 12時間の組織を biological replicate=3でサンプリングし、定量
的 RT-PCRを行なった。その結果、ccd2をキチン 12時間処理した際に酸化酵素や還元酵素の発現量が
優位に上昇することが確かめられた。このことから HR様応答を示す細胞内では酸化還元バランスが崩
れていることが考えられた。これらの遺伝子発現が HR様応答などの中期的応答を制御しているのかを
確かめるためには、更なる解析によりこれらの遺伝子の欠損体や過剰発現体などを作出した上で、キチ
ン処理による HR様応答を観察していく必要がある。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　C3Hの代謝産物である抗菌性のカフェ酸やクロロゲン酸などを含む二次代謝産物は植物のストレス応
答に重要な役割を果たす。PpCYP98A-Like/CCDはキチン処理の時間経過に応じて発現量が上昇すること
を 2022年度の研究で明らかにしているが、2023年度の本プロジェクトにより B. cinereaへの抵抗性に重
要な役割を果たすことを明らかにした。CCDを欠損することで生体内の酸化還元バランスが崩れ、それ
が病原微生物への抵抗性が低下する原因になっていることが考えられた。今後、PpCYP98A-Like/CCDの
相互作用因子を探索するなどして基質の明らかにすることが出来れば、植物が病原微生物の感染を受け
た時に細胞内でどのような応答をしているのか、またどのように抵抗性を獲得するのかを明らかにする
ことができ、さらには抵抗性を備えた植物の作出への応用研究が期待できる。

挿入図 3　RNAseq解析

（A）キチン処理によるWTと ccd1での遺伝子発現パターンを主成分解析（PCA）した結果
（B）キチン 12時間処理したWTと ccd1で発現変更が顕著な遺伝子を GO解析した結果 　
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１０．公表した成果一覧

学会発表
1） 「ヒメツリガネゴケにおけるオーキシンシグナルを介した免疫応答の解析」吉田美百合、太治輝昭、
坂田洋一、四井いずみ　日本植物学会　第 87回大会　2023年 9月（北海道）

2） 「ヒメツリガネゴケにおけるキチンシグナルを介した転写因子 CAMTAの機能解析」瀬津暁乃、太治
輝昭、坂田洋一、四井いずみ　日本植物学会　第 87回大会　2023年 9月（北海道）

3） 「The role of auxin signaling in immune responses of the moss Physcomitrium patens」吉田美百合、太治輝
昭、坂田洋一、四井いずみ　第 65回日本植物生理学会年会　2024年 3月（神戸）

4） 「Analysis of transcription factor CAMTA in chitin signaling of Physcomitrium patens」瀬津暁乃、太治輝
昭、坂田洋一、四井いずみ　第 65回日本植物生理学会年会　2024年 3月（神戸）
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　長尾　真弓

１．研究課題名および予算額

研究課題名

ジビエのフードシステムの安全性デザインに関する研究
―食肉処理業者の意識と選択に着目して―

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 長尾　真弓 国際食料情報学部　食料環境経済学科 ･助教 研究代表者

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　全国の農山村地域で獣害対策と農村振興の一環でシカやイノシシのジビエ利用を推進している。ジビ
エの特徴の一つに、食肉としての安全性が法的に担保されない。よって、ジビエのフードシステム形成
には安全性の向上が喫緊の課題となっている。
　一方で、衛生管理水準の異なる 4段階のジビエ流通の実態がある。①認証 /HACCP取得、②衛生管理
ガイドラインの遵守あり、③同前の遵守なし、④闇肉であり、衛生管理は食肉処理業者の判断に委ねら
れている。よって、安全性の高いジビエが生産され、流通し、消費される、ジビエのフードシステムの
確立が必要であり、それには、食肉処理業者の高い衛生管理の実施が求められるが、食肉処理業者の運
営意識や行動は明らかになっていない。

５．研究目的
　本研究の目的は、食肉処理業者の衛生管理に関する意識と衛生管理水準選択行動を明らかにし、ジビ
エの安全性向上に効果的な支援策を検討することである。

６．研究（実験）方法
　郵送アンケート調査を実施した。対象は、農林水産省が公表する「ジビエ処理加工施設名簿」のうち、
web検索により住所が把握できた石川県を除く 410施設とした。なお、研究計画当初は石川県を含む 422

施設としていたが、能登半島地震を受けて石川県を対象外とした。調査期間は 2024年 1月 15日～2024
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年 3月 31日までである。
　なお、本調査の実施にあたり、東京農業大学「人を対象とする実験 ･調査に関する倫理委員会」の承
認を受けた。
　調査項目は、事前のヒアリング調査を踏まえ、以下を設定した。
【1】食肉処理施設の概要
　運営状況に関して、所在地、運営形態と指定管理者制度、運営主体、事業形態、専従者、行政支援の
有無を設定した。
　処理状況と衛生管理に関して、年間の処理状況、衛生管理の取り組みに関する項目を設定した。
【2】運営意識
　食肉処理業者の運営意識についてはオブジェクト型ベスト ･ワースト ･スケーリングを用いた。
　評価項目は、事前の鳥取県でのヒアリング調査に基づき、販売価格、安全性、良質な食肉生産、処理
頭数 /量の確保、地域貢献の 5項目を設定した。各項目の詳細は表 1の通りである。
【3】2022年度の運営実績
　処理実績に関して、獣種、年間の解体頭数に関する項目を設定した。
　次に、ジビエ利用量について、ジビエ利用の内訳、販売先に関する項目、ハンターとの関わりについ
て、搬入者、個体買取に関する項目を設定した。

表 1　評価項目

項　　目 概　　　要
販売価格 ご自身が納得のいく価格で販売を行うこと
安全性 衛生管理を徹底し、食肉としての安全性を確保すること
良質な食肉生産 ご自身が考える質の高い食肉を生産すること
処理頭数／量の確保 食肉として利用できる処理頭数／処理量を確保すること
地域貢献 食肉処理を通じて獣害対策や地域に貢献すること

７．研究成果
　本研究の成果は、今後論文投稿を予定しているため、本報告書で記述は控えさせていただく。
　なお、得られたデータの概要は以下の通りである。
　調査票の郵送をした 410施設のうち 13件は宛先不明で返送されたため、調査票配布数は 397件となっ
た。回収数は 243件であり、有効回答数は 180件であった。回収率は 61％である。
　内訳は、北海道 21件、東北 4件、関東 8件、中部 46件、近畿 28件、中国 22件、四国 15件、九州 ･
沖縄 36件である。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　本研究より、食肉処理施設運営の特徴と衛生管理水準選択の関連性が明らかになりつつある。今後、
更に分析を進め、論文化していく。本研究の成果を踏まえ、今後は、ジビエを扱う飲食店側のニーズを
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明らかにすることで、両者のマッチング方策についても検討していきたい。

１０．公表した成果一覧

学術論文：特になし
学会発表：特になし
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　金嶋　　泰

１．研究課題名および予算額

研究課題名

ハッカ精油蒸留残渣が有する消臭活性に関する研究

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 金嶋　　泰 生物産業学部　食香粧化学科 ･助教 研究統括および実施者

研究分担者 田村　　俊 生物産業学研究科　食香粧化学専攻 ･大学院生 実施者

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　ハッカは冷涼感を呈するメントールを獲得する資源として栽培され、メントールは食品だけでなく香
粧品や医薬品などに幅広く利用されている。ハッカは現在、主にインドなどで栽培される一方で、国内
に目を向けると北海道の一部地域でのみ栽培されているが、大規模栽培ではないのが現状である。また、
北海道の道東に位置する北見市は、かつて世界の 7割のメントール生産に関わったハッカ栽培の歴史を
持つ地域である。しかしながら、第二次世界大戦や安価な外国産ハッカや合成メントールの台頭により
現在は記念館や蒸溜館および一部の商品のための小規模な栽培に留まっている。メントールの世界的な
需要は拡大しており、現在はメントール生産量の 6割以上を合成メントールが占め、今後さらに需要は
拡大すると考えられている。一方で、安心安全志向および本物感を求める近年の消費者およびメーカー
においてはハッカ精油から取り出した天然メントールにも需要があり、今後は天然メントールの市場取
引が拡大することが考えられ、既に現在のハッカ生産量では不足すると見込まれている背景から、国内
産ハッカの市場取引の増加も遠い将来の話ではないと考えている。
　当研究室ではハッカの脱メントール精油が体臭に寄与するイソ吉草酸（足裏臭）に対して消臭活性を
示すことを見出し、精油中のプレゴンおよびメントンがマスキング作用により消臭することを報告して
いる（J. Essent. Oil Res.,30, 431-436, 2018）。精油蒸留残渣においても、低極性画分が虫歯菌に対して抗菌
活性を示すことが認められ、寄与成分はスダチチンであることが明らかとなっている。申請者は、精油
蒸留残渣中の高極性画分が魚臭やタマネギ臭などの食品のオフフレーバーに対して消臭効果を示し、消
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臭に寄与する不揮発性成分（無臭）が複数存在することを見出した。しかしながら、寄与成分の同定に
は至っていない（図 1）。天然メントールの増加は精油抽出残渣の増加を意味することから、本研究では
ハッカ精油蒸留残渣に含まれる消臭活性成分の特定およびその消臭メカニズムの解明を試み、日本在来
ハッカおよび限られた天然資源のさらなる利用価値向上を目指す。

図 1. ハッカ精油および精油蒸留残渣の分画物が有する機能性

　さらには年間で数万トン生産されている同シソ科ハッカ属のペパーミントやスペアミントに同じ化合
物が含有される可能性があることから、近縁種の応用にも活かされることが考えられる。消臭成分の特
定後には、類縁体の消臭スペクトルの作成や、それらを含む植物の利用にも期待ができるため、本研究
はハッカだけに留まらない様々な天然物の応用に関して発展性のある、学術面および産業面に貢献する
ことができる社会的に意義のある研究である。

５．研究目的
　本研究は悪臭に対する消臭剤に天然由来の素材を利用することを目指し、日本の在来植物であるハッ
カから消臭活性成分を探索することを目的とした。当該研究期間内では、①食品のオフフレーバーに対
する消臭活性に寄与する成分の構造特定および②抽出物が消臭する香気成分を探索することとした。

６．研究（実験）方法
（1）消臭活性成分の単離同定
　ハッカ蒸留残渣中の消臭活性成分をオフフレーバーであるタマネギ臭のジメチルトリスルフィド
（DMTS）に対する消臭活性を指標として各種クロマトグラフィーで分離精製し、核磁気共鳴分光法
（NMR）などの機器分析において構造解析をした。
　具体的には、ハッカ蒸留残渣を 50%アセトンで抽出し、抽出液のアセトンを留去後に酢酸エチルで液
液分配して水相を得た。水相をMCI gel CHP 20に供して水画分、30%メタノール（MeOH）画分、50%

アセトン画分を得た。水画分を高速液体クロマトグラフィー（HPLC）でカラムや溶離液を変えて複数
回分画することで複数の成分を単離した。単離した Fr.1-3Aおよび Fr.1-5Aは NMRおよび LC- 質量分
析装置（LC-MS）で測定し、構造解析をした。
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（2）抽出物により消臭される香気成分の探索
　抽出物が消臭する香気成分について悪臭に限らずに探索
した。消臭試験の手法は図 2に示した溶液を用意し、1対
2点識別法で抽出物の添加で消臭されているかを評価した。
　具体的にはアルコール、アルデヒド、カルボン酸、ケト
ン、メチルエステルなどの官能基をもつ C3～ C9の直鎖脂
肪族に対して水画分の添加による消臭試験をした。また、
これに二重結合やアルキル基が置換した化合物、悪臭防止法で定められている悪臭成分やオフフレーバー
として知られる成分について消臭試験をした。消臭試験は中身の色が見えない褐色ガラス管に香気成分
水溶液と分画物水溶液を添加したサンプルおよび香気成分水溶液に水を添加したサンプルを用意し、基
準液の香りを嗅いだ後に両サンプルを嗅ぎ、香りの強度が弱いサンプルを選択する 1対 2点識別法で評
価した。なお、パネルは 20～40代の男女 15名以上とした。得られたデータは Excel for Microsoft 365

（Microsoft）で各項目の比較に二項検定を用いて分析した。各抽出物から得た水相およびその分画物を添
加した溶液のにおいが薄いと選択した人数を成功数、評価した人数を試行数および成功率を 0.5として
検定し、成功数が多く有意差のあったものを消臭活性有りとした。

７．研究成果
（1）消臭活性成分の単離同定
　ハッカ蒸留残渣中には消臭活性を示す成分が複数あり、その内 Fr. 1-3Aおよび Fr. 1-5Aの 2成分を単
離することができ、Fr. 1-3Aは構造解析により化合物（構造は論文投稿予定）を特定した。同成分が消
臭活性を示す報告はなく、ハッカ中に含有される報告もされていない。Fr. 1-5Aは構造特定には至って
いないものの NMRおよび LC-MS測定により部分構造の推定をすることができた。Fr. 1-1には 2成分
以上の消臭活性成分が含まれることが示唆された。

（2）抽出物により消臭される香気成分の探索
　水画分は直鎖の低級脂肪酸を消臭することが明らかとなった。一方で、アルキル基や二重結合がある
と消臭されないカルボン酸が多い結果となった。また、一部の直鎖のアルデヒドおよび一部の二重結合
やアルキル基が置換したアルデヒドも消臭された。これらの結果は、官能基に特異的な消臭活性でない
ことを意味していることが示唆された。悪臭防止法で定められている悪臭成分およびオフフレーバーに
対する試験では、含窒素化合物および含硫化合物などの一部で消臭が認められた（詳細は論文投稿予定）
が、こちらも構造と消臭活性の特異性を捉えることができなかった。従って、本研究のような化合物個々
における消臭試験の実施が重要となることが考えられた。

８．実用ならびに他の研究に活用された研究成果の内容
　本研究の発展および実用につながる成果は得られたため、現在は継続して研究を実施している。現段
階では実用および他の研究への活用はされていない。

９．残された問題点と今後の研究推進方策
（1）消臭活性成分の単離同定
　Fr. 1-5Aの構造解析および Fr. 1-1に 2つ以上の消臭成分が含有されることが明らかとなったため、こ

図 2. 消臭活性試験方法
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れらについて構造を特定する必要がある。今後は引き続き分離精製して構造解析をすすめる。
　消臭成分の構造を解明できた成分については、消臭メカニズムについて明らかにする研究を始めてい
る。他の消臭成分についても、構造特定後に消臭メカニズムの解明を目指す。

（2）抽出物により消臭される香気成分の探索
　入手済みの香気成分の全てについて消臭試験が完了したわけではないので、さらに対象を増やした消
臭試験をする。また、濃度によって消臭活性の検知が異なることから、各香気成分の濃度を調整して試
験をする必要がある。
　消臭スペクトルの重要性が示されたことから、当初の予定通り単離化合物についても順次、同様に様々
な香気成分に対する消臭試験を実施する。興味深いことに、ハッカから得られた水画分を添加する消臭
試験をする中で、いくつかの香気成分でにおいが増強する現象も捉えられた。従って、香りのコントロー
ル剤の開発を見据えた研究へとつながることが示唆された。現在は実用化を目指した香りのコントーロー
ル剤としての可能性を見出す研究を遂行している。

１０．公表した成果一覧

その他（学会発表など）
1） 金嶋泰，地域の特産物であるハッカの消臭剤としての可能性，令和 5年度オホーツク地域活性支援
包括連携フォーラム（2024年 2月 26日）
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２０２３年度 東京農業大学 若手 ・女性研究者支援プロジェクト
研究成果報告書

研究代表者　　山本　久美子

１．研究課題名および予算額

研究課題名

皮膚細胞のトランスグルタミナーゼ2を標的とした新規アンチエイジング機構の探索

２．研究組織
氏名 所属 ・ 職名 研究の役割

研究代表者 山本久美子 生物産業学部　食香粧化学科 ･助教 代表

３．研究期間
　２０２３年６月７日～２０２４年３月３１日（１年計画の１年目）

４．研究の背景（当初）
　皮膚の老化の約 8割が紫外線が原因の光老化であることが近年明らかになっている。紫外線はシミや
しわ、たるみ等の症状を引き起こすのみならず、重度の場合は皮膚がんになる可能性もある。そのため、
美と健康を考える上で紫外線の皮膚影響を明らかにすることは重要な課題である。皮膚細胞に紫外線を
始めとした DNA損傷を伴う酸化ストレスを与えると、細胞内小器官であるミトコンドリアからの活性
酸素種（ROS）産生が亢進し、この ROSが DNAを損傷させることによって細胞老化が進行することが
明らかになっている。一方で、ミトコンドリア代謝の過程で生じる有機酸が ROSを消去することも示さ
れていることから、紫外線照射後のミトコンドリア代謝を活性化することで老化の原因となる ROSを抑
制できる可能性があると考えられる。しかし、紫外線照射によって細胞内のタンパク質架橋酵素である
トランスグルタミナーゼ 2（TG2）の発現が上昇し、この TG2の活性化がミトコンドリア代謝を低下さ
せることも近年明らかになっている（Lee et al., Exp. Dermatol.，2021）が、光老化と TG2の関係につい
ては不明な点が多い。

５．研究目的
　本研究では紫外線による皮膚老化を抑制するための基礎研究として、紫外線照射後の細胞老化への TG2

の寄与や紫外線照射後のミトコンドリア代謝応答と TG2の関連性について明らかにすることを目的とし
た。そのために、紫外線により誘導した細胞老化に対する TG2阻害の影響について評価を行った。
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６．研究（実験）方法
　細胞はヒト皮膚線維芽細胞由来 NB1RGBを用いた。細胞の培養には、10% fetal bovine serum（FBS）、
1.8mM グルタミン、1%抗生物質を含むα-MEM培地（Thermo Fisher Scientific, Waltham, MA, USA）を
用いた。細胞はウォータージャケット式インキュベーターにて 37℃、5% CO2条件下で維持した。
　NB1RGBの老化誘導には、UVBランプ（GL8E，8W，波長 306nm，三共電気株式会社，東京）による
紫外線（UVB）照射を行った。細胞を 35mm dishに播種し、24時間培養した。その後、細胞に紫外線を
24時間毎に計 4回照射し、最後の照射から 24時間後に細胞老化の指標として用いられる senescence- 
associated β-galactsidase（SA-β-gal）活性の評価を行った。SA-β-gal活性については Cellular Senescence 

Plate Assay Kit － SPiDER-βGal（同仁化学研究所，熊本）を用いて定量した。細胞を Lysis Bufferで 10

分間室温にて溶解し、SPiDER-βGal working solutionを添加して 37℃にて 30分間インキュベートした。
Stop Solutionを添加後、プレートリーダー（Varioskan, Thermo scientific, Walthan, MA, USA）を用いて励
起波長 520nm、蛍光波長 560nmで測定した。蛍光強度については細胞数にて補正した。また、TG2阻害
剤である KCC009の処理については、細胞播種から 24時間後に 250μM KCC009を含んだα-MEM培地
に交換した。さらに 24時間後に培養液を KCC009不含のα-MEM培地に交換後、2mJ/cm2の強度の UVB

を 24時間ごとに計 4回照射し、最後の照射から 24時間後に SA-β-gal活性の評価を行った。また、ポ
ジティブコントロールとして 150μM アスコルビン酸を KCC009と同様に NB1RGB細胞に添加し、SA-
β-gal活性の評価を行った。
　細胞内 ROS量の評価については、細胞内で ROSと反応することで蛍光を発する DCF-DAで細胞を染
色することによって行った。NB1RGB細胞を 6cm dishに播種し、24時間培養した。その後、細胞に UVB

を 2mJ/cm2の強度で 24時間ごとに計 4回照射した。最後の照射から 24時間後に 10μM DCF-DAを含ん
だα-MEMで 30分間、37℃でインキュベートした。その後、トリプシン処理によって細胞を回収し、
PBSで 2回洗浄した。PBSに細胞を再懸濁させ、フローサイトメーター（CytoFLEX, Beckman Coulter，
東京）を用いて解析した。励起波長は 488nm、蛍光波長は 525nmにて細胞 1× 104個当たりの DCF蛍光
強度の測定を行った。

７．研究成果
　初めに、細胞の老化誘導のための紫外線強度の条件について検討を行った。1～4mJ/cm2の強度の UVB

を細胞に照射したところ、2mJ/cm2および 4mJ/cm2 

の強度で SA-β-gal活性の上昇がみられたことから
（図 1）、2mJ/cm2以上の UVB照射強度で細胞老化が
誘導する可能性が示されたため、UVB照射強度を
2mJ/cm2と決定した。
　図２より、2mJ/cm2の UVBを細胞に照射すること
で UVB非照射コントロールの約 2.8倍 SA-β-gal活
性が上昇したが、TG2阻害剤である KCC009を細胞
に処理し同様に老化誘導を行ったところ、KCC009

を処理していない細胞と比較すると SA-β-gal活性
の低下が見られた。この SA-β-gal活性の低下はポ
ジティブコントロールであるアスコルビン酸と同程
度であった。また図 3より、2mJ/cm2の UVB照射で

図 1.  UVBを照射した際の NB1RGB細胞の 
SA-β-gal活性

NB1RGB細胞に各強度の UVBを 24時間毎
に 4回照射した際の SA-β-gal活性を測定
した。SA-β-gal活性は 1× 104個当たりの
細胞数で補正した。
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細胞老化を誘導した際の細胞内 ROS量は UVB非
照射細胞よりも約 2倍上昇していた。上記の結果
から、TG2はアンチエイジングの標的になり得る
ことが示唆されたが、今後紫外線照射後の皮膚老
化に対する TG2阻害の影響について、細胞内 ROS

量や細胞からのコラーゲン産生量を始めとした検
討を行う必要がある。

８．�実用ならびに他の研究に活用された研
究成果の内容

　特になし

９．残された問題点と今後の研究推進方策
　本研究において、TG2阻害によって紫外線誘導
細胞老化を抑制することが示されたが、本プロジェ
クトの研究期間内では当初の期待ほど研究を推進
させることができなかった。原因としては、紫外
線による細胞老化の誘導の検討に時間を要してし
まった点にある。UVBの照射強度や照射回数、培
養日数といった条件の決定が当初の予定よりも大
幅に遅れてしまった。しかしながら、紫外線によ
る細胞の老化誘導の条件が確立できたため、今後
は紫外線照射後の TG2阻害による皮膚老化に対す
る影響の解明について速やかに研究を進めていく
ことができると考える。そのために、まずは紫外
線および TG2を阻害した際の NB1RGB細胞の
TG2発現をウエスタンブロット法にて確認する必
要があると考える。さらに、老化の指標として今
回は SA-β-galの評価のみを行っているが、確実に細胞老化が誘導されていることを確認するためにも、
細胞老化特異性マーカーである p16の発現レベルについても評価を行う必要があると考える。
　また、紫外線誘導老化細胞の TG2を阻害した際の細胞から産生される炎症性サイトカインやコラーゲ
ン量、皮膚の弾力に深く関わるコラーゲンを分解する酵素であるマトリックスメタロプロテアーゼ活性
についても評価を行う。さらに、紫外線照射後の TG2阻害による皮膚細胞のミトコンドリア代謝機能へ
の影響についても本プロジェクト研究期間内では取り掛かることができなかったため、これについても
同時に研究を進めていく予定である。

１０．公表した成果一覧

学術論文：特になし
学会発表：特になし

図 2. UVBおよび KCC009を処理した際の 
NB1RGB細胞の SA-β-gal活性

NB1RGB細胞に KCC009（250μM）およびアスコル
ビン酸（150μM）を 24時間処理した後、2mJ/cm2の
UVBを 24時間毎に 4回照射した際の SA-β-gal活
性を測定した。SA-β-gal活性は 1× 104個当たり
の細胞数で補正した。

図 3. UVB誘導老化した NB1RGB細胞内の活性酸素種量
NB1RGB細胞に 2mJ/cm2の UVBを 24時間毎に 4
回照射した際の細胞内 ROS量を DCF-DAで細胞を
染色することによって測定した。1× 104個当たり
の細胞の蛍光強度を示した。
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研究所記事
東京農業大学総合研究所研究会　令和5年度事業報告

（令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日）

１．概要
１）フォーラム
令和 5年度は、総研フォーラムを 2回開催した。

２）研究会事務
総合研究所事務部のうち、研究会担当者により業務を遂行した。

２．会員数の状況

R5.3.31
時点 入 会 退 会 R6.3.31

現在
顧　　問 2 2
名誉会員 6 6
法人会員 175 3 12 166
個人会員 108 18 8 118
特別会員（Ａ）：総研職員（客員を含む） 127 7 11 123
特別会員（Ｂ）：東京農大教職員 209 12 221

合　　計 627 40 31 636

３．諸会議の開催
１）常任理事会
事業計画及び今後の事業方針等を検討した。
開 催 日：令和 5年 5月 29日（月）
開催方法：オンライン
出 席 者：常任理事等 12名

２）理事会
開 催 日：令和 5年 7月 3日（月）
開催方法：オンライン

３）第 42 回 通常総会
開 催 日：令和 5年 7月 3日（月）
開催方法：オンライン

４）特別講演
開 催 日：令和 5年 7月 3日（月）（第 42回 通常総会時に実施）
開催方法：オンライン
講演　テーマ：「フードサプライのゲームとメカニズム」
　　　講　師：水山　元氏　青山学院大学　教授

５）部会企画の特別活動
令和 5年度に部会の特別活動として実施された事業は以下のとおり。
・農薬部会
　　「第 3回殺虫剤抵抗性対策シンポジウム」

４．フォーラムの開催
● アグリ ･フードテクノロジー部会キックオフシンポジウム
　～青果物の低温流通の進展と課題～
主　　催：アグリ ･フードテクノロジー部会
日　　時：令和 6年 2月 20日（火）14時 50分～18時
開催方法：オンライン
プログラム：
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１．開会宣言
２．部会長挨拶 ･創設趣旨：髙野克己（東京農業大学前学長 ･名誉教授）14:50-15:00
３．講演（45-50分）、質疑（10-15分）
　　１）．「カット野菜における微生物制御の課題」：15:00-16:00
　　　　　東京農業大学食品安全研究センター長 五十君静信 教授
　　２）．「カット野菜の製造と品質保証への取り組み」：16:00-17:00
　　　　　株式会社サラダクラブ 商品部 次長 石塚光彦氏
　　３）．「青果物のコールドチェーンと品質」：17:00-18:00
　　　　　東京農業大学農学部農学科 馬場正 教授
４．閉会宣言

●日米のフードテックや食品安全研究の現状とこれからを語り合う
主　　催：IFT（Institute of Food Technologists）ジャパンセクション
共　　催：アグリ ･フードテクノロジー部会
　　　　　学校法人東京農業大学食品安全研究センター
日　　時：令和 6年 4月 24日（水）14時 00分～17時 45分
会　　場：東京農業大学世田谷キャンパス　国際センター2F　榎本ホール
プログラム：
　開会の挨拶：高野克己（東京農業大学総研研究会アグリ ･フードテクノロジー部会部会長）
講演
１．「価値と研究開発―IFTのトップマネジメントをお迎えして―」
　　 久能昌朗（東京農業大学客員教授）
２．「Industry-academia collaboration」Christie Tarantino（IFT専務理事）
３．「Food Tech and Food Safety Research in the US and Japan」Sean Leighton（IFT会長）
４．「工学的アプローチを活用したフードテックの国内動向」
　　 小林　功（（国研）農業 ･食品産業技術総合研究機構 食品研究部門 上級研究員）
５．「食品とメイラード反応―意義と安全性―」
　　 村田常容（東京農業大学応用生物科学部農芸化学科教授）
　閉会の挨拶：五十君静信（学校法人東京農業大学食品安全研究センターセンター長）

5. 部会活動報告（36部会）
◆部会名：アグリ ・ フードテクノロジー部会
◇部会長：髙野　克己　　　連絡幹事：野口　智弘
◇令和 5（2023）年度 活動報告
令和 5年度講演会
 （キックオフシンポジウム）
テーマ：青果物の低温流通の進展と課題
（趣旨）： コールドチェーン勧告から約 60年、日本のみならず世界的に低温流通は食品産業に必要不

可欠な技術となっている。創成期は肉、魚が主であった低温流通は近年青果物の流通に欠か
せない技術となり、またカット野菜の流通量は大幅な増加を見る。消費拡大に伴う品質の問
題も多く発生している状況である。今後更なる拡大が予想される青果物 ･カット野菜の低温
流通の課題を整理し、その対応技術などを専門の講師の先生に紹介頂いた。

日時：令和 6年 2月 20日（火）14:50-18:00
方式：Zoomウェビナー
講演プログラム：
部会長挨拶 ･創設趣旨：髙野克己（東京農業大学前学長 ･名誉教授）
講演（45-50分）、質疑応答（10-15分）：
１）．「カット野菜における微生物制御の課題」
　　　東京農業大学食品安全研究センター長　五十君靜信　教授
２）．「カット野菜の製品と品質保証への取り組み」
　　　株式会社サラダクラブ商品部次長　石塚光彦氏
３）．「青果物のコールドチェーンと品質」
　　　東京農業大学農学部農学科　馬場正　教授
 会　費：無料（キックオフシンポジウムのため非会員も含め無料）
 参加者：68名
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◆部会名：アロマ ・ コスメ ・ フード連携部会
◇部会長：山﨑　雅夫　　　連絡幹事：南　和広
◇令和 5（2023）年度 活動報告
○部会活動の打合せ　11月 17日
　アグリ ･フードテクノロジー部会との協働模索
○部会立ち上げ報告　11月 17日
　東京農業大学 OB組織の一つである「食香会」において立ち上げ報告
　および資料配布を実施
○外部研究会との打ち合わせ
　　外部組織である「食香粧研究会」との協働を含めた模索

◆部会名：稲 ・ コメ ・ ごはん部会
◇部会長：佐々木　卓治　　　連絡幹事：辻井　良政
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．稲 ･コメ ･ごはん部会第 13回セミナー開催 2024年 3月 6日（水）約 80団体参加
　　～冷凍米飯食品の最前線～
米飯の冷凍保存は特異な技術であり、その歴史は欧米では肉類や野菜が先行していたが、東南ア
ジアでは日本がリードしている。現在では、小売店から家庭用まで広く利用され、米飯の冷凍や
解凍時の状態変化についての研究が進んでいる。その歴史はピラフや炒飯の時代から、今日の多
様な冷凍米飯関連商品の展開に至る。特に IQF（個別速冷）冷凍米飯の普及は、日本酸素株式会
社によるガス式凍結機の開発によって可能になり、喫茶店や一般家庭でも広まった。冷凍米飯の
品質向上には凍結装置の進歩が大きく寄与しており、氷結晶形成や解凍後の特性変化についての
研究も行われている。
①　「米飯の冷凍保存の原理と応用（業務用とホームフリージング）」
　　鈴木　徹　（東京海洋大学 産学 ･地域連携推進機構　サラダサイエンス
　　　　　　　（ケンコーマヨネーズ）寄附講座　特任教授）
②　「冷凍米飯の技術革新の歴史と今後の可能性」
　　山本　達也　（山本冷凍食品 ･技術士事務所）
③　「冷凍米飯の氷結晶特性と産業用凍結システム」
　　河野　晋治　（株式会社前川製作所 技術研究所）
２．食 ･農データサイエンス部会との共催シンポジウム
第 3回公開シンポジウム（ウェビナー形式で、石川県金沢市より配信）
令和 3年度と同じく、食 ･農データサイエンス部会と共催して開催した。
2024年 1月 25日（木）
「食品衛生学とデータサイエンス！」
　１．Rプログラミング基礎を中心に図を描画
　２．加賀の食品（日本酒山廃仕込みなど）を中心としたデータサイエンス
　３．食品衛生学にデータサイエンスを活用できるか？
　４．ベイズ統計入門
　第 3回公開シンポジウムには約 70名に参加いただいた。第 3回公開シンポジウムの録画は総
合研究所研究会ウェブページにて公開した。稲 ･コメ ･ごはん部会が実地でのデータ収集や試
験を行い、食農データサイエンス部会が収集されたデータを解析し、洞察を得るといった役割
分担が効果的である。このような連携により、研究成果や提案された解決策の実用化が促進を
目指している。

◆部会名：榎本 ・ 横井研究部会
◇部会長：原　珠里　　　連絡幹事：浅野　康之
◇令和 5（2023）年度 活動報告
　例年年間 2回（夏季 ･春季）の研究会や講演会などを開催していたが、本研究会の会員は比較的高
齢であり、新型コロナウイルス感染症の感染リスクが高いことなどを考慮し、令和 5年度 第 51回研
究会の開催は断念したため、活動はおこなっていない。

◆部会名：おいしさ研究部会
◇部会長：松本　信二　　　連絡幹事：阿久澤　さゆり
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◇令和 5（2023）年度 活動報告
部会長（松本信二）および学内企画委員（阿久澤、岩槻、前橋（3名共に東京農業大学教員））を運営
組織とし、学外アドバイザー（山野善正：一般社団法人おいしさの科学研究所理事長）と共同運営に
おいて開催する企画の相談を行うべく、企画会議を開いた。参加者の便宜を鑑み、東京農業大学世田
谷キャンパス内国際センターでの講演会を下記の内容で開催することとした。
１． 企画の相談：2023年度の活動について、4 ･ 5 ･ 1月にメール会議および電話連絡を中心に意見交
換を行った。

２．開催企画の内容
１）セミナー「おいしさ知覚について改めて考える」
２）開催日時（6月 30日金曜 13時 30分～17時 00分）
３）場所：東京農業大学　世田谷キャンパス内 国際センター
４）参加費：会員 ･非会員ともに無料
５）①開会の挨拶　　おいしさの科学研究所　理事長　山野　善正
　　②特別講演　『自然セラピーの科学―五感を介した生理的快適性評価』
　　　千葉大学環境健康フィールド科学センター教授　宮崎良文　先生
　　③講演　『おいしさ知覚研究の最前線』
　　　畿央大学教授　山本　隆　先生
　　④講演　『味と匂いのセンサーでおいしさを可視化する』
　　　九州大学五感デバイス研究開発センター特命教授　　都甲　潔　先生
　　⑤閉会の挨拶 ･おいしさ研究の動向
　　　山野　善正　一般社団法人おいしさの科学研究所理事長
６）情報交換会
　　場所：東京農業大学 世田谷キャンパス内 国際センター1階ラウンジ
　　会費：3,000円

３．参加者　講演会：一般 95名（運営委員 4名含む）
　　　　　　情報交換会：一般 44名

◆部会名：応用微生物部会
◇部会長：鈴木　健一朗　　　連絡幹事：細田　浩司
◇令和 5（2023）年度 活動報告
　令和 3年度末にはリモートではあるが初めてシンポジウム「微生物学の基盤」を部会主催で開催し
た。令和 4年度は日本微生物資源学会（大熊盛也会長）が主催した微生物分類学に関するシンポジウ
ムが当部会の部会長はじめ関係者が企画 ･実行に主体的に参加し、内容も部会の趣旨に沿うことから
本部会も協賛として研究会で案内した。日本微生物資源学会は（公財）発酵研究所助成のシンポジウ
ムを令和 5年度も開催することになり、その企画が「微生物リソース整備とその利活用」という書籍
の出版にあわせたものとなった。この書籍も部会関係者が複数執筆しており、その内容が当部会の趣
旨に沿うことから、主催者の学会に部会の協賛としての参加をお願いし、会員に案内することができ
た。その実施概要とプログラムは以下の通りで実施形式は対面のみとなった。シンポジウムは参加登
録制で、95人の登録があり、75人の参加があった。参加者名簿から、東京農業大学農業大学の所属と
されていた参加者は 15名、法人会員企業からの参加もあった。主催の日本微生物資源学会の非会員の
参加が多く、農業大学農業大学研究部会の協賛は学会にとっても有益であったと考えられる。シンポ
ジウムの実施内容と、その実績は以下の通り。
日本微生物資源学会 公益財団法人発酵研究所 学会 ･研究部会助成 公開シンポジウム
「微生物リソース整備とその利活用：現状と今後の展望」
日時：2024年 3月 12日（火）
開催場所：東京国際フォーラム ホール D5
１．「病原真菌リソースの特徴とその利活用」
　　矢口貴志（千葉大学真菌医学研究センター）
２．「理研 BRC-JCMにおけるアーキア ･極限環境細菌リソースの整備」
　　加藤真悟（理化学研究所バイオリソース研究センター）
３．「NBRCのコレクション業務 - 産業有用微生物の整備 -」
　　木下　浩（製品評価技術基盤機構バイオテクノロジーセンター）
４．「究極のモデル真核微生物「酵母」のリソースセンター：NBRP酵母」
　　杉山峰崇（広島工業大学）
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５．「公的微生物バンクを活用した免疫機能性乳酸菌の発掘と事業化」
　　藤原大介（キリンホールディングス株式会社）
６．「日欧ヒト腸内常在菌叢最優勢 51種の一斉培養システム」　栗原　新（近畿大学）
７．「病原真菌と動物細胞の共培養による共培養特異的化合物の取得、
　　およびその産生メカニズム」　荒井　緑（慶應義塾大学）
８．「微細藻類 ･シアノバクテリアを利用した CO2からの直接物質生産」
　　蓮沼誠久（神戸大学）
　　（敬称略）
昨年度の計画の実施状況
１． 学科の先生方の意見の収集、主体的なシンポジウムの開催にはならなかったが、協賛シンポジ
ウムがそれに変わることができたと考えている。

２．３．について、情報交換は行ったが実施には至らなかった。継続して意見収集を進めたい。

◆部会名：環境緑化部会
◇部会長：粟野　隆　　　連絡幹事：田丸　敬三
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．「リカレントスクール ･造園 ･ 2023」の開催 ･運営（造園 CPD認定プログラム）
※前年同様に、オンラインと対面での受講のハイブリッドでの開催
●メインテーマ：
「戦後 20世紀をリードした「農大造園」出身の造園家（ランドスケープ ･アーキテクト）」
開催場所：グリーンアカデミー ･ホール　3F大会議室
第 1回　令和 5年 9月 26日（火）18：30～20：00
◎企画の趣旨と戦後 20世紀をめぐる造園家の全体像（プロローグ）
・東京農業大学　地域環境科学部　造園科学科　教授（平成 16院農博卒）粟野 隆 氏
◎中島　健（昭和 12年東京高等造園学校卒）─風情と無限感
・高崎設計室有限会社　代表取締役 ･石組師　髙﨑　康隆　氏
第 2回：令和 5年 10月 24日（火）18：30～20：00
◎荒木　芳邦（昭和 17年東京高等造園学校卒）
　─日本の造園界にモダニズムを実現させた作家
・有限会社ウッズプランニング　代表取締役（昭和 48造園学科卒）武田　純　氏
第 3回：令和 5年 11月 7日（火）18：30～20：00
◎伊藤　邦衛（昭和 22年専門部緑地課卒）
　─石を生ける　～造園空間は美しくなければならない～
・有限会社　伊藤庭園工房　代表取締役（昭和 52造園学科卒）加園　貢　氏
第 4回：令和 5年 12月 19日（火）18：30～20：00
◎中根　金作（昭和 18年東京高等造園学校卒）─昭和の小堀遠州と謳われた名匠
・株式会社　中根庭園研究所　取締役副所長（平成 14造園科学科卒）中根　行宏　氏
第 5回：令和 6年 1月 23日（火）18：30～20：00
◎井上　卓之（昭和 17年東京高等造園学校卒）
　─にわのこと　風景のこと　井上　卓之の軌跡
・追手門学院大学　地域創造学部 地域創造学科　教授
　追手門学院大学　大学院　現代社会文化研究科 現代社会学専攻　教授 井上 典子 氏
　※主催 ･共催：東京農業大学緑友会（全国）（主管：東京緑友会）
　　東京農業大学　地域環境科学部　造園科学科大学院　地域環境科学研究科　造園学専攻
　　東京農業大学　総合研究所研究会　環境緑化部会との共催
２．「東京農大　緑のフォーラム　2023」の共催（造園 CPD認定プログラム）
開催日　：令和 5年 5月 27日度 13：30～（対面式参加のみ）
開催場所：百周年記念講堂（※主催：東京農業大学造園科学科 ･大学院造園学専攻）
●MLA　Award　受賞者講演
◎ 「3次元点群データを用いた定量指標の適用性と心理分析による景観の把握に関する研究」 
　（令和 5造園学専攻修了）舘川　龍希　氏
●第 49回造園大賞受賞者講演
◎「ライフスタイル提案まで包括するグリーンクリエーターとしての実績

　　　　―エクステリアから空間プロデュースまで―」
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・㈲田主丸緑地建設　専務取締役（平成 7造園学科卒）　小西　範揚　氏
◎「日本庭園の伝統技術と思想をふまえた作庭の実践と国内外への日本庭園文化の普及啓発」
・㈱植芳造園　代表取締役社長（平成 6造園学科卒）　井上　勝裕　氏

◎ 「映像プロデュースを通した地域の連携及び活性化 ･人材育成に貢献する一連の作品制作とその
活動」
・㈱佐世保映像社　代表取締役（平成 2造園学科卒）　志岐　誠　　氏

◎ 「地域の風土や文化に着目した書籍 ･雑誌の編集およびプロデュースなどの一連の作品制作とモ
ノづくり活動」 
・フリーランスエディター（平成 2造園学科卒）　石田（島崎）　美佐子　氏

◆部会名：きのこ研究部会
◇部会長：阿部　尚樹　　　連絡幹事：本間　裕人
◇令和 5（2023）年度 活動報告
★幹事会を実施し、運営に関する審議を行った。
　部会長と連絡幹事間で複数回会合を開いて運営方針を審議した。
★  12月 9日に『きのこ研究部会 2023年度 シンポジウム』を対面（東京農業大学 世田谷キャンバス 
サイエンスポート 8Fエアーブリッジ）と Zoom配信によるハイブリッド形式で開催し、約 50名の
方々にご参加頂いた。
シンポジウムテーマ
「きのこが織りなす多様な世界」
13：10～13：45　講演　日本きのこマイスター協会　理事長　JA中野市元常務理事
　　　　　　　　　　　前澤　憲雄　氏
「信州中野のきのこ産業 ･その発展史と日本きのこマイスター協会の活動」
13：45～14：20　講演　東京農業大学　森林総合科学科　客員教授　高畠　幸司
「沖縄県産アラゲキクラゲの特徴と選抜」
14：20～14：55　講演　東京農業大学　食品安全健康学科　教授　阿部　尚樹
「中国産食用茸ツブイボタケ（Thelephora vials）含有 vialinin類による炎症性サイトカイン TNF-α
発現阻害メカニズムの解析」
15：20～15：50　講演　東京農業大学　分子生命化学科　教授　橋本　貴美子
「原因未解明のきのこ中毒」
15：50～16：20　講演　東京農業大学　醸造科学科　准教授　本間　裕人
「醸造用微生物としてのきのこ類の可能性」
16：45～18：15　情報交換会
★研究部会への問合せなどを介した海外テレビ局からの取材への対応
韓国 KBSテレビからの「きのこの抗炎症機能」に関するインタビュー取材に対応し、東京農業大学
におけるきのこ研究について情報公開した。

◆部会名：グローバル情報研究部会
◇部会長：立岩　寿一　　　連絡幹事：武原　タイ　板垣　啓四郎
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１）GIA出版実行委員会
「グローバルに未来を思考する」の 2/18/24時点での販売実績：824冊
　＊第 2弾 GIA本の発行を計画
２）GIAホームページアップデート（テキスト ･画像）参照：gia-nodai.com

10/08/23　バージニア工科大学生 夏季日本留学プログラム 東京散策の巻 By鎌塚俊徳
10/13/23　ガーナ北部における環境再生型農業の研究開発　By 板垣啓四郎
12/24/23　「GIAアルコー会 2023冬 in 熊野古道」のご案内　By 長尾聡
01/20/24　GIAアルコー会 in 熊野　By 武原タイ
02/15/24　総合研究所研究会告知第 8回 GIAコラボ農薬 xグローバル xスポーツ By武原タイ

３）GIAコラボ開催
2/26/24@東京農業大学国際センター榎本ホール
第 8回 GIAコラボ「農×グローバル×スポーツ」シンポジウム
グローバル人材の育成について―大谷翔平をケーススタディーとして
（パネラー）鈴木清吾　元本学教育後援会会長　バラ栽培農家
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　　　　　　山下　学　東京オリンピック　フィールドホッケー代表キャプテン
　　　　　　樋越　勉　東都大学野球連盟理事長
（アクセルレーター）武原タイ　グローバル情報研究部会

４）第 12回 GIAアルコー会 in 熊野　ウェルビーイング実践
12/27/23～12/29/23
熊野三山（熊野本宮大社 ･熊野速玉大社 ･熊野那智大社）那智の滝熊野古道

５）GIAリーダー会　読書会
05/28/23　本「運動脳」　アンデシュ ･ハンセン　サンマーク出版
09/15/23　本「野生の思考」レヴィ ･ストロース　NHK出版
10/28/23　本「老子×孫子」　老子、孫子　NHK出版

◆部会名：昆虫バイテク部会
◇部会長：長島　孝行　　　連絡幹事：櫻井　健志
◇令和 5（2023）年度 活動報告
　昨年度に引き続き、活動を見合わせていた。新しい時代に即した昆虫機能利用の部会（名称も変更
する予定）に移行する予定で準備を進めている。

◆部会名：沙漠緑化研究部会
◇部会長：豊田　裕道　　　絡幹事：鈴木　伸治
◇令和 5（2023）年度 活動報告
【幹事会】
メール会議にて行った。
【令和 5年度活動報告会および令和 6年度定時総会】
令和 5年 6月 22日、東京農業大学世田谷キャンパスサイエンスポート 8Fエアーブリッジにおいて
開催した。
＜報告会＞学生たちのジブチ共和国　～ SATREPSによる活動報告～
東京農業大学大学院 生命科学研究科 バイオサイエンス専攻
博士前期課程 2年　駒形　遥
東京農業大学大学院 地域環境科学研究科 農業工学専攻
博士前期課程 1年　倉光太一 ･柴田理佳
東京農業大学大学院 地域環境科学研究科 農業工学専攻
博士前期課程 1年　岡元俊樹
東京農業大学大学院 地域環境科学研究科 農業工学専攻
博士前期課程 2年　山本翔太
東京農業大学 国際食料情報学部 国際食農科学科
学部 4年　亀田恭昌
【講演会】
（1）地球環境戦略研究機関（IGES）の活動紹介
　　令和 5年 6月 22日、東京農業大学世田谷キャンパスサイエンスポート 8F
　　エアーブリッジ
　　公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）
　　戦略マネージメントオフィス　統括研究ディレクター /プリンシパルフェロー
　　米谷光司氏（元 在ジブチ日本国大使館 ･特命全権大使）
（2）熱帯沙漠の国ジブチの環境 ･エネルギー ･農牧業の研究最前線
　　令和 5年 12月 9日、東京農業大学　世田谷キャンパス　国際センター2F
　　榎本ホール
　　日本沙漠学会沙漠工学分科会との共催
　　（対面と Zoomオンライン配信でのハイブリッド開催）
＜プログラム＞
　GETFLOWSを用いたジブチ全土の地下水流動系の把握
　　　　　　　　寄立　徹（オリエンタルコンサルタンツグローバル）
　UAV画像データを用いたジブチにおける土地被覆環境の把握
　　　　　　　　関山絢子（東京農業大学）
　ジブチ農業における自然エネルギーを利用したポンピングシステムの変遷と提案
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　　　　　　　　田島　淳（東京農業大学）
　ジブチ農業における廃棄物利用の可能性
　　　　　　　　大山修一（京都大学）
　乾燥地での土壌改良と温暖化対策への外来種の活用に関する検討
　　　　　　　　伊藤　豊（島根県立大学）
　ジブチにおける降雨量への夜間光の反応
　　　　　　　　山本裕基（関西大学）
【地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）の諸活動の支援】
　本研究部会のメンバーの多くが参加している、SATREPSプロジェクト「ジブチにおける広域緑化
ポテンシャル評価に基づいた発展的 ･持続可能水資源管理技術確立に関する研究」について、研究
部会として支援を行った（主に情報提供やカウンターパート研修生受入れ支援など）。

　　現地研究者とリモートで情報交換を行った。
【その他】
とくになし。

◆部会名：GIS 研究部会
◇部会長：鈴木　充夫　　　連絡幹事：畑中　勝守、下嶋　聖
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．幹事会の開催
令和 5年 5月、7月、10月にオンライン＆メールで開催した。

２．JAぎふ　岐阜型次世代農業と人材育成ワークショップ研修
JAぎふの目指す新しい農業の形『岐阜型次世代農業』（持続可能な食料生産と地域農業の確立）
がのワークショップを JAぎふで開催した。
日時：2023年 4月 25日、26日
場所：JAぎふ
参加者： 東京農業大学（下嶋准教授、矢野、地主（合同会社流域共創研究所だんどり、鈴木（元

東京農業大学）4名）JAぎふ（岩佐組合長、加藤部長他 40名）、営農企画課、みどり戦
略推進室、農業相談課、資材課、地消地産推進室、販売推進課、総計 40名の職員を対象
にワークショップを開催し、その成果をアクションカードにまとめ JAに提出した。

３．東京農業大学 ･伊藤忠商事 ･パスコと連携した日本林業再生プロジェクトの実施
１） 森林台帳 ･レーザーデータが揃っている岐阜県市町村から岐阜県県森林連合会協議して、対象
地域を選定定してもらう。

２）県から提供されたデータを活用した樹種（ヒノキ、スギ）判読手法の開発と現地調査。
３）県から提供されたデータを活用した施業エリア優先度マップの作成。
４）施業エリア毎の収益性分析。
５）判読した結果から地位の再確認を行う。
を研究内容とし、「課題名：衛星画像とレーザーデータを活用した新しい森林資源活用に関する学
際的研究」として、森林総合科学科矢部和弘教授を研究代表者として文部省科学研究費 Bに申請
した。
研究協力者： 東京農業大学　畑中勝守、島田沢彦、下嶋聖、GIS研究部会　鈴木充夫、㈱パスコ　

島村秀樹、望月寛一郎、横尾泰広、伊藤忠商事　頃安延幸
４．その他研修会
　次世代農業サポート研究会では、現在、地方で農業に従事している専業的農に集まってもらい、
「農業とは何か？―専業農家とのディスカッションから―」をテーマとして勉強会を開催した。
日時：2024年 2月 5日（月）　14：00から 16：30
場所：㈱カクイチ　東京本部
参加者：農家 3名、㈱カクイチ 5名、共同出版 2名、GIS研究部会鈴木充夫
成果は、ビデオとして編集した。

◆部会名：芝草部会
◇部会長：高橋　新平　　　連絡幹事：大橋　邦雄
◇令和 5（2023）年度 活動報告
・令和 5年度　現地コース視察（東京農業大学グリーン研究会共同開催）参加者 24名
　日時：令和 5年 6月 6日（火）8：30～
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　場所：伊香保カントリークラブ
　内容：①東京農業グリーン研究会会員、総合研究所芝草部会会員によるコース視察
　　　　②会員個人による視察所見 ･意見交換会（同クラブハウス内にて）
・令和 5年度　特別研究会（現地開催）
　（東京農業大学グリーン研究会合同開催）参加者 32名
日時：令和 5年 6月 6日（火）15：00～
場所：伊香保カントリークラブ
内容：①『芝生のネクロティックリングスポット病の対策』
　　　　　講師　伊香保カントリークラブ代表取締役社長　原　直道氏
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同専務理事　高橋　亨氏

◆部会名：就農者推進教育研究部会
◇部会長：平野　繁（農学科）　　　連絡幹事：小池　安比古（農学科）
◇令和 5（2023）年度 活動報告
以下のように、研究部会独自の活動と、農学部で開講している「農業インターンシップ（一）」と「農
業インターンシップ（二）」に関係する活動を実施する計画でしたが、新型コロナウイルスの影響で、
計画していた活動の一部を、やむなく中止しました。
＜幹事会＞
随時、必要に応じて、メールなどのオンライン形式で実施しました。
＜農業応援ツアー ･農業体験 ･農家実習の受入先実地調査＞
夏休みに、研究部会の教員による、現地調査を予定していたが、新型コロナ感染拡大によって中止
しました。
＜第 16回新規就農推進フォーラム＞
夏休みから、後学期にかけての、新型コロナ感染拡大により、開催を見合わせました。
＜農業応援ツアー ･農業体験＞
①農業応援ツアー　in　福島県北塩原村は、夏休みの新型コロナ感染拡大によって中止しました。
②農業体験　in　高知県も、夏休みの新型コロナ感染拡大によって中止しました。
＜農業インターンシップ（一）の実施＞
毎週木曜日 16:20～17:50に 1103教室で実施。15回の講義の「学習内容」は、例年通り、日本農業
の現状、および、夏休みの「農家実習」先決定の為の情報公開を中心としました。さらに、3年ぶ
りに、夏休みの期間中に、農業インターンシップ（一）履修学生 68名、ならびに、昨年度、一昨年
度の農業インターンシップ（一）履修学生のうちの希望者 4名に対し、「農家実習」を実施しまし
た。うち、8名の実習先は、夏休み直前からの新型コロナ感染拡大により受入中止となり、残りの
64名は、22カ所の実習先で実習を実施しました。
＜農業インターンシップ（二）の実施＞
毎週木曜日 16:20～17:50に 1103教室で実施。15回の講義の「学習内容」は、夏休みの「農家実習」
報告など、アクティブラーニングを主体としました。
なお、後学期定期試験後、農業関連産業の見学会として、農協関係で、「JA全農　営農技術セン
ター」と「JAあつぎ　夢未市」、流通関係で「大田市場」、農業試験場関係で「神奈川県農業技術セ
ンター」、農業関連の民間企業として「北興化学工業㈱開発研究所」を予定していましたが、新型コ
ロナ感染拡大防止の点から、受け入れ先と協議の結果、中止としました。

◆部会名：醸造食品部会
◇部会長：舘　博　　　連絡幹事：石川　森夫
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．部会総会の開催
令和 5年 7月 28日（金）第 14回総会をオンラインにて開催、参加会員は 29名であった。

２．講演会の開催
令和 5年度講演会を行った、開催概要は以下のとおり。
開 催 日：令和 5年 7月 28日（金）14:15～
開催形式：東京農業大学国際センター榎本ホールでの対面
　　　　　ZOOMによるハイブリッド開催
参 加 者：オンライン 16名、対面 47名、計 63名
講 演 者：上北農産株式会社 常務取締役 研究開発 ･企画担当 花田 一雄 氏
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講演内容：「地場の農産物にこだわったものづくり」
講 演 者： 日本の伝統的なこうじ菌を使った酒造り技術の保存会　事務局長（日本酒造組合中央

会　理事）　宇都宮 仁 氏
講演内容： 「日本の伝統的なこうじ菌を使った酒造り技術の保存会」とユネスコ無形文化遺産登録

に向けた取組みについて」
３．研修会（工場見学会）の開催
　令和 5年度 オンライン研修会（工場見学会）を開催した。
　開催概要は以下のとおり。
　①三和酒類株式会社（大分県宇佐市）：令和 5年 9月 8日（金）　15:00～
　　開催形式：ZOOMでのオンライン見学会、参加者 51名
　②嘉美心酒造株式会社（岡山県浅口市）：令和 5年 12月 8日（金）　15:00～
　　開催形式：ZOOMでのオンライン見学会、参加者 53名
４．幹事会の開催
　　幹事会を 1回開催した。
　　１）令和 5年度第 1回幹事会（第 33回）令和 5年 7月 28日（金）、13:30～

出席者： 舘 博 部会長、穂坂 賢 （学内）、茂木浩介（学外）、小島 賢（学外、オブザーバー参加）、
塚田 孝（学外）、八木聖史（学外）、門倉利守（学内）、前橋健二（学内）石川森夫（連
絡幹事）　以上 9名

５．情報交換会（親睦会）の開催
令和 5年 7月 28日（金）講演会終了後、対面にて開催した。

６．その他

◆部会名：食育研究部会
◇部会長：中村　靖彦　　　連絡幹事：大西　章博
◇令和 5（2023）年度 活動報告
下記の通り実施した。
食材の寺小屋　令和 5年度活動報告
① 4月 11日（火）「海に眠る海藻資源を食卓に」
講　師：友廣裕一氏　（合同会社シーベジタブル　共同代表）
会　場：東京農業大学「食と農」の博物館　2階　セミナールーム

② 8月 25日（金）「筋肉のこと、どのくらい知っていますか？」
講　師：荒井秀典氏　（国立長寿医療研究センター　理事長）
会　場：東京農業大学「食と農」の博物館　2階　セミナールーム
③ 10月 13日（金）「ツンとした刺激あるお話“倭からし”」
講　師：株式会社　美ノ久
会　場：東京農業大学「食と農」の博物館　2階　セミナールーム

④ 11月 7日（火）
出前講座~ジビエをもっと身近に~『秋の高原で味わって知ろう、ジビエのこと』
講　師：藤木徳彦氏（オーベルジュ ･エスポワール オーナーシェフ
　　　　　　　　　　日本ジビエ振興協会代表理事）
会　場：長野県蓼科中央高原 オーベルジュ ･エスポワール
⑤ 12月 5日（火）「有機給食で地域を元気に」
講　師：靏　理恵子氏（専修大学人間科学部　専修大学大学院文学研究科　教授）
会　場：東京農業大学「食と農」の博物館　2階　セミナールーム

◆部会名：食と農の環境工学部会
◇部会長：中村　好男　　　連絡幹事：藤川　智紀
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．幹事会
・令和 5年 6月 1日：令和 5年度活動企画案の検討
・令和 5年 9月 14日：研究会開催に関する当初計画の変更についての検討 
・令和 5年 12月 20日： 東京農業大学 ･東京情報大学共同研究プロジェクトシンポジウムの共催に

関する打ち合わせ
・令和 6年 2月 21日：令和 5年度活動の総括
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２．活動結果
（1）事前情報収集
「みどりの食料システム戦略」に関する全国展開の状況について、令和 5年 9月 11日に農林水産
省農村振興局の担当者とメールで情報交換を行った。また、令和 6年 3月 12日に開催された農林
水産省主催の「第 1回みどり技術ネットワーク全国会議」にオンライン参加し、全国の取り組み
実態と効果に関する情報を収集した。

（2）研究会開催
①当初計画
今年度の研究会のテーマとして、「みどりの食料システム戦略における環境工学の役割」を計画
した。この戦略において環境工学がスマート農業の確立に向けてどのような役割を果たすこと
ができるかについて研究会を開催して検討することとした。
②活動結果
東京農業大学 ･東京情報大学共同研究プロジェクト（総合研究所プロジェクト）シンポジウム
「農業とロボット　50年後 ･ 100年後の未来」を本研究部会との共催として、令和 5年 12月 25
日に東京農業大学国際センターで開催することになった。シンポジウムは対面とオンラインと
のハイブリット開催とし、企業、東京農業大学、東京情報大学、東京農業大学の学生、全国の
高校の教員 ･高校生ら 100名以上の参加を得た。シンポジウムのプログラムは以下の通りであ
る。
［講演］
・ 「農業とロボット」／東京農業大学生産環境工学科教授　田島 淳
・ 「農研機構におけるロボット研究の取り組み：ロボットが活躍できる環境整備とスマート農
業」／農研機構農村工学研究部門 農地基盤情報研究領域農地整備グループ　岩田 幸良
・ 「低コストの農地向け UGV（無人走行車両）開発を目指した技術研究」／東京情報大学 ･総合
情報学部総合情報学科 ･情報システム学系 ･准教授　大見 嘉弘
・ 「UAV（ドローン）による作物認識と多様な人々の補助 AI作成」／東京情報大学 ･総合情報
学部総合情報学科 ･情報システム学系 ･教授　朴 鍾杰
［パネルディスカッション］
パネリスト
東京農業大学 地域環境科学部生産環境工学科 教授 田島 淳
東京情報大学 総合情報学部総合情報学科 情報システム学系 教授 朴鍾杰
東京情報大学 総合情報学部総合情報学科 情報システム学系 准教授大見嘉弘
東京農業大学 地域環境科学部生産環境工学科 准教授 関山絢子  
東京情報大学 総合情報学部総合情報学科 情報システム学系 教授 斎藤卓也
農研機構農村工学研究部門 農地基盤情報研究領域農地整備グループ岩田幸良
合同会社めぇもんけぇ吉田農園 代表 吉田忠弘（東京農業大学農学科卒業生）
コーディネーター
東京農業大学 地域環境科学部生産環境工学科 教授 鈴木伸治 
本部会では、本学卒業生で農研機構農村工学研究部門の岩田幸良氏に講演を依頼した。講演内
容は、ロボットが活躍できる環境整備とスマート農業の可能性について最新の研究成果を報告
いただき、今後のみどりの食料システム戦略に貢献できることが示された。

◆部会名：食の安全と安心部会
◇部会長：五十君　靜信　　　連絡幹事：美谷島　克宏、田村　倫子、煙山　紀子
◇令和 5（2023）年度 活動報告
（1）第 6回シンポジウムの開催
開催日時：2023年 12月 1日（金）13時から
開催方式：YouTubeによるオンライン開催、FSRCとの共催
参加費：無料（事前登録必須）
概要：新開発食品の安全性をどのように考えるか
食の安全と安心部会では、年に一度食の安全に関するシンポジウムを開催している。2023年度は
第 6回シンポジウムを、2022年 4月より発足した学校法人東京農業大学食品安全健康センター
（FSRC）との共催で開催した。シンポジウムでは、従来の食経験という考え方では判断できない、
細胞性食品などといった新開発食品の安全性をどのようにとらえていくべきかについて、4名の
講演者を招き、最新の情報を講演いただくとともに議論をおこなった。
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シンポジウム URLを以下に示す。
https://www.nodai.ac.jp/fsrc/news/5-6/
一般参加登録者 555名、同時視聴者数　最大 295、平均 206
学生
農芸化学科 160名、栄養科学科 240名、食品安全健康学科 350名
計 約 1300名が参加した。

【会議】
（1）部会運営会議

6回開催し、令和 5年度の活動方針と第 6回シンポジウムの開催とその内容を総括した。
4月 15日 ･･･ 本年度の活動方針の確認
6月 7日 ･･･ シンポジウム開催を検討
7月 18日 ･･･ シンポジウム開催方法とプログラムの検討
8月 31日 ･･･ シンポジウム開催方法と演者の検討
9月 21日 ･･･ シンポジウム開催方法と広報の検討
11月 6日 ･･･ シンポジウム開催方法の実際の確認、
　　　　　　 シンポジウム開催最終確認、事前準備

【その他】
（1）部会会員の獲得
部会の会員増を図るための母体の検討および呼びかけを積極的に行なった。

◆部会名：食 ・ 農データサイエンス部会
◇部会長：金谷　重彦　　　連絡幹事：辻井　良政、瀧川　義澄
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．食 ･農データサイエンス勉強会（ウェビナー配信で実施）
部会単独の活動として、実データを用いた食 ･農データサイエンス勉強会を実施した。
第 1回　2023年　7月 26日　テーマ「Rプログラミング基礎」
第 2回　2023年　9月 13日　テーマ「線形、非線形視覚化」
第 3回　2023年　11月 30日　テーマ「ベイズ統計モデリングによる室内精度推定」
勉強会には延べ 120名程度に参加いただいた。

２．第 3回公開シンポジウム（ウェビナー形式で、石川県金沢市より配信）
令和 4年度と同じく、稲 ･コメ ･ごはん部会と共催して開催した。連携することにより、食 ･農
分野におけるデータサイエンスのすそ野を広げることを目指した。今年は米から製造される日本
酒をテーマに取り入れた。
開催日：2024年 1月 25日
プログラム
「食品衛生学とデータサイエンス！」
　１．Rプログラミング基礎を中心に図を描画
　２．加賀の食品（日本酒山廃仕込みなど）を中心としたデータサイエンス
　３．食品衛生学にデータサイエンスを活用できるか？
　４．ベイズ統計入門
第 3回公開シンポジウムには約 70名に参加いただいた。

３．ニュースレター『DSCFA Letter』（2023年 6、9、12月、2024年 3月）を発行
４．食 ･農データサイエンスの認知向上活動による会員増強活動
日本食品化学学会第 29回総会 ･学術大会（6月、富山）でデータサイエンスのポスター発表を
行った。多くの学会参加者より、ポスター発表内容について質問があり、認知度向上が行えた。
研究会会員増に貢献した。

５．部会状況
新たに企画幹事 1名が加わった。
部会長 1名、副部会長 1名、幹事（企画担当）7名、連絡幹事 2名
会員 57名（うち特別会員 5名、個人会員 23名、法人会員 12機関（28名））
※ 2024年 3月現在

◆部会名：植物工場研究部会
◇部会長：山中　宏夫　　　連絡幹事：小野瀬　純一

― 268 ―



◇令和 5（2023）年度 活動報告
・ 植物工場（温室型、閉鎖型）、アグリビジネス最新動向などを会員向けに情報提供。 （書籍、資料購
入）  

・植物工場見学会実施（東京都中央区銀座　銀座伊東屋 Farm）  
第 1回　11月 8日　5名
第 2回　11月 22日　5名
第 3回　12月 5日　7名
個別対応　11月 8日　5名
　　　　　1月 24日　3名

◆部会名：森林文化研究部会
◇部会長：佐藤　孝吉　　　連絡幹事：吉野　聡
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．総会の開催
対面で実施せずメールでの報告と確認を行った。（2023年 1月）

２．活動計画
１）森林文化に関連する資料作成および学会報告を行った。
東京農業大学中木山分収林について取りまとめ、関東森林学会（山梨県）で発表した。中木山分
収林は、森林総合科学科（前林学科）の世田谷移転時に実習で活用されてきた林分であり、2022
年に伐採し国有林へと返還となった。
報告した題目は、「佐藤孝吉（2023.11.2）大学の分収林経営に関する一考察 -東京農業大学中木山
分収林を事例にして -」である。

２） 第 135回日本森林学会（2024年 3月 8日～11日　於東京農業大学）等に関連づけて活動を行
なった。
公開シンポジウムの実施
2024年 3月 9日（土）東京農業大学世田谷キャンパス百周年記念講堂で、「楽しい林業、元気の
でる林業」をテーマとして実施した。司会は新井一司氏（東京都農林総合研究センター）、基調講
演は佐藤宣子氏（九州大学）、講演者：西野文貴氏（株式会社グリーンエルム）、飯塚潤子氏（株
式会社東京チェンソーズ）、田口房国氏（株式会社山共）、コメント：内山総太郎氏（有限会社内
山林業）で、パネルディスカッションを佐藤孝吉（東京農業大学）のコーディネートで行った。
主催は一般社団法人日本森林学会、共催は公益社団法人国土緑化推進機構、公益社団法人大日本
山林会、後援東京農業大学であった。研究会では、今まで作成してきた東京農業大学校内のリー
フレットを増版して配布し、講演者 ･協力者への手土産を用意した。

◆部会名：生物的防除部会
◇部会長：河津　圭　　　連絡幹事：足達　太郎
◇令和 5（2023）年度 活動報告
Ⅰ　広報事業
①講演会の開催：農業病害虫の生物的防除等に関する講演会をハイブリッド形式で 3回開催
第 1回（2023/6/20）
演題 1
 「スクミリンゴガイによる被害の早期鎮静化にむけた新技術開発の取り組み」
柴　卓也氏（農研機構 植物防疫研究部門 作物病害虫防除研究領域病害虫防除支援技術グループ）
 演題 2
「スクミリンゴガイ被害抑制に向けた水田管理技術の再考～ジャンボタニシは IPMで解決する～」
清水　健氏（千葉県農林水産部担い手支援課専門普及指導室　上席普及指導員病害虫防除支援技
術グループ）
 演題 3
 「感染症媒介蚊のベクターとしての「死」と昆虫寄生菌の経口感染」
相内大吾氏（帯広畜産大学　グローバルアグロメディシン研究センター）
第 2回（2023/11/16）
演題 1
 「ハダニピークを作らないイチゴ栽培を目指して“JA全農イチゴハダニゼロプロジェクト”」
中島哲男氏（全国農業協同組合連合会　耕種資材部農薬課）
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演題 2
 「果樹類における IPM、天敵農薬普及状況と課題」
田中栄嗣氏（アリスタライフサイエンス株式会社 マーケティング部）
演題 3
 「「振動」を IPM技術の一つとするために～宮城県における振動防除技術の実用化に向けた取り組
み～」
大江高穂氏（宮城県農業 ･園芸総合研究所　園芸環境部虫害チーム）
第 3回（2024/2/13）
演題 1
「自然界における生物間相互作用に関わる生理活性物資の探索と応用利用に向けた研究」
和佐野直也氏（九州大学大学院農学研究院）
演題 2
「熊本県における露地 ･施設カンキツ類の天敵を活用した害虫防除の取り組み―防除体系構築に
向けた課題」
杉浦直幸氏（熊本県農業研究センター 生産環境研究所）
演題 3「福島県におけるハダニ類の防除」
中村傑氏（福島県農業総合センター果樹研究所）
②生物的防除部会ニュース発行

79号、80号、81号　PDFを送付、または HP上で公開
希望者には印刷物を郵送（約 20件）
③ ホームページの管理運営：ニュースレターのバックナンバーをホームページに掲載

 hhtp://www.ipm-bio.jp/bukai_news.html
Ⅱ　情報収集および交流事業　　学会 ･研究会へ参加して情報収集および交流
Ⅲ　会議
①通常幹事会 : webにて実施（6/6、10/31、2/5）
　講演会の演者選定、HP検討、会則の改定など
② 総会 : web検討、承認（7/14 回答締切）
１）2022年度事業報告および会計報告、監査報告
２）2023年度事業計画案および予算案

◆部会名：生命科学研究部会
◇部会長：角谷　直人　　　連絡幹事：太治　輝昭
◇令和 5（2023）年度 活動報告
・幹事会開催：年 1回
第 1回幹事会
　日時：2023年 12月 1日（金）

・講演会開催
　講演内容：オオムギの遺伝子情報に基づくコムギ穂発芽耐性の標的改変
　講師：岡山大学資源植物科学研究所　佐藤和弘　博士
　日時：2023年 12月 20日（水）16：30～18：00
　場所：東京農業大学世田谷キャンパス　1号館 632教室
　参加者：世田谷キャンパスでの通常開催で 40名が参加した。
　今回講演をお願いした佐藤先生は長年に渡ってオオムギの育種に関係する研究に取り組んでお
り、研究実績により 2022年度には日本農学賞を、また 2023年 11月には紫綬褒章を受賞されまし
た。今回の講演ではゲノム編集を使ってのコムギ穂発芽性の改変についての最先端の研究を紹介
していただきました。
　大変分かりやすい講演でしたので講演後とその後の情報交換会では学生からの質問が相次ぎま
した。

◆部会名：大学所有遺伝資源保全 ・ 利用研究部会
◇部会長：豊原　秀和　　　　連絡幹事：入江　憲治、菊野　日出彦
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．幹事会開催：

12月 8日にメール上にて幹事会を行った。
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２．講演会開催
講演内容：『遺伝資源を学び考える -ケニアにおける農業生物多様性による健康と栄養改善 -』
はじめに　『新たな栄養評価法の導入による栄養改善促進事業概要』
　　　　　講師：森元　泰行（Alliance Bioversity-CIAT）
Ⅰ．『半乾燥地域キツイ ･カウンティでの栄養改善活動』
　　　　　講師：広瀬　水流（2021-1 JICAボランティア、国際農業開発学科卒）
Ⅱ．『ケニア共和国ビヒガ ･カウンティにおけるホームガーデンの農業多様性とその要因』
　　　　　講師：伏見　和子（2021-2 JICAボランティア、国際農業開発学専攻博士前期 2年）
Ⅲ．『ケニア農村における母子の食生活改善』
　　　　　講師：木住野　円華（2022-9 JICAボランティア、食品栄養学専攻博士後期課程 3年）
日　時：令和 5年 12月 21日（木）午後 4時 20分～午後 6時 00分
会　場：東京農業大学世田谷キャンパス 441教室
参加者：25名

３．大学所有遺伝資源保全 ･利用活動
宮古亜熱帯農場と連携 ･協力してタロイモ遺伝資源 200点およびヤムイモ遺伝資源 100点の保存
に取り組んでいる。

◆部会名：地域再生研究部会
◇部会長：宮林　茂幸　　　連絡幹事：町田　怜子、浅井　颯太
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．令和 5（2021）年度　活動報告
　2023年 6月 24日に、平塚市ゆるぎ地区の里地里山で第 40回ワークショップをコロナ禍以降 3年
ぶりに開催した。平塚ゆるぎの里山は、地域再生研究部会の活動フィールドの一つであり、自治会
連合会（民）、東京農業大学（学）、平塚市（官）、中央日本土地建物㈱（産）の間で四者協定を締結
し、里山の保全管理を行っている。第 40回ワークショップ開催の挨拶では、河野太郎内閣府特命担
当大臣（デジタル改革）、中央日本土地建物宮崎氏、東京農業大学からは町田が挨拶を行った。ワー
クショップでは、平塚の里山散策グループと散策路整備グループに分かれて里山の活動を実施した。
ワークショップには 60名以上の市民、東京農業大学、東海大学の学生が参加し、平塚ゆるぎの里山
の魅力を享受した。
　また、2024年 2月 27日には、平塚ゆるぎの里地里山が、環境省「自然共生サイト」に認定され
た。「自然共生サイト」とは、2030年までに陸と海の 30％以上を健全な生態系として保全する世界
共通の目標「30by30（サーティ ･バイ ･サーティ）」の達成に向けて、環境省が 2023年度から正式
運用を開始した制度である。生物多様性の保全に貢献する区域を「自然共生サイト」と認定し、認
定を受けた区域は OECM（Other Effective area-based Conservation Measures：自然保護区など以外の生
物多様性保全に貢献している場所）として国際データベースに登録される仕組みとなっている。平
塚ゆるぎの里山は 2010年より東京農業大学、東海大学、㈱中央日本土地建物、㈱オオバ、市民との
連携より里山を活用した地域づくりを推進してきた。長年の活動成果が評価され自然共生サイトの
認定に至ったことは、企業と大学、民間との協働による自然と共生する社会の構築に向けた意義が
非常に高い。
２．分科会開催
　2023年 5月 29日、2024年 2月 21日に平塚ゆるぎ地域再生研究部会の分科会を開催した。

３．フォーラムの開催
　2024年 3月 2日に、自然と共生する持続可能な里山再生を実現するため、行政、民間、市民、大
学と共に里山管理のあり方について議論を深めることを目的にした「自然共生サイトと里山」の
フォーラムを東京農業大学エアーブリッジで開催した（対面開催）。
　開会の挨拶とフォーラムの主旨説明を東京農業大学総合研究所地域再生研究部会長　東京農業大
学名誉教授　宮林茂幸氏より行われた。
　続いて、環境省自然環境局自然環境計画課長　則久 雅司氏より「ネイチャーポジティブと自然共
生サイトの取り組み」の紹介がされた。
　九州大学 アジア ･オセアニア研究教育機構准教授　田中俊徳氏より「自然共生サイト：歴史的意
義と未来の展望」と題して基調講演が行われた。
続けて、㈱西武リアルティソリューションズ　大島孝夫氏より自然共生サイトの先進事例として西
武の森の事例報告が行われた。さらに、自然共生サイトとモニタリング手法の技術面からの話題提
供として、株式会社地域環境計画　彦坂洋信氏より、平塚ゆるぎ里地里山を事例にした紹介がされ
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た。パネルディスカッションでは、東海大学観光学部教授　田中伸彦氏がコーディネーターで、則
久氏、田徳氏、大島氏、彦坂氏が登壇し、自然共生サイトにおける里山管理、その管理の効果 •実
効性の議論を深めた。宮林部会長からは、自然共生サイトへのインセンティブの視座も示された。
本シンポジウムは、対面開催の中 90名以上の民間企業、地方自治体、NPO、東京農業大学演習林等
の関係者や東京農業大学学生が参加し、大盛況の内に挙行できた。

◆部会名：地域連携推進研究部会
◇部会長：水庭　千鶴子　　　連絡幹事：秋山　聡子
◇令和 5（2023）年度 活動報告
　昨年度のシンポジウムでの活動報告の内容を踏まえて、それぞれの地域連携について、継続および
連携の検討を図った。また新規の連携を検討し、現地の地域課題解決の検討と連携に関する打ち合わ
せ等を行った。

◆部会名：農業 ・ 関連企業のイノベーション部会
◇部会長：堀田 和彦　　　連絡幹事：及川 智正
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．オンラインセミナー「未来へのことだま」を開催
目的： 東京農業大学卒業もしくは農業界で活躍している経営者に登壇して頂き、最先端の農業技術

及び農業経営等を学生とともに学ぶ。
共催：東京農業大学学生団体：農大愛好会
１）第 1回オンラインセミナー「未来へのことだま」
日　時：令和 5年 5月 22日 16:30～18:00
講演者：前田 茂雄氏　前田農産食品株式会社　代表取締役社長
演　題：北海道を農で生きる
参加者：130名（学生 40名）

２）第 2回オンラインセミナー「未来へのことだま」
日　時：令和 5年 8月 14日 16:00～18:00
講演者：宮川 将人氏　有限会社 宮川洋蘭　代表取締役社長
演　題：返事はイエスかハイ
参加者：77名（学生 17名）

３）第 3回オンラインセミナー「未来へのことだま」
日　時：令和 5年 11月 13日 16:30～18:00
講演者：矢野 太一郎氏 株式会社日本政策金融公庫 上級農業経営アドバイザー
演　題：金融機関職員からみた農業経営
参加者：53名（学生 12名）

４）第 4回オンラインセミナー「未来へのことだま」
日　時：令和 5年 2月 19日 16:30～18:00
講演者：浅井 雄一郎氏　株式会社浅井農園　代表取締役 CEO
演　題：現場を科学する農業カンパニー
参加者：121名（学生 15名）

２．異業種研修交流会
１）東京神奈川異業種研修交流会
日　時：令和 5年 9月 13日～15日
研修先：座間洋ランセンター、サカタのタネ、服部牧場を視察
参加者：31名（学生 4名）

◆部会名：農業協同組合研究会
◇部会長：白石正彦　　　連絡幹事：佐藤和憲
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．　　幹事会 ･シンポ実行委員会：2023年 5月、6月、10月に開催した。
２－１． 第 16回農協に関するシンポジウムの開催：2023年 11月 10日（金）13:00～17:00まで東京農

業大学世田谷キャンパス 1号館 5階 542教室＋ zoomによるハイブリット方式で、「気候変
動 ･食料システム激変の危機抑止とチャンスを拓く「農業経営と農協」の両輪における“人
財育成”･“事業革新”の好循環メカニズム」をテーマに、総合研究所研究会農業協同組合研
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究部会の主催で開催した。
第 1報告： 気候変動 ･食料システム激変の危機管理とチャンスを拓く「農業経営と農協」にける両

輪の“人財育成”･“事業革新”の好循環の創造―食料 ･農業 ･農村基本法の検証 ･見直
し論議をふまえて―
報告者： 白石正彦（本学名誉教授、総合研究所研究会農業協同組合研究部会長、元 ･日

本協同組合学会会長）･野口敬夫（本学准教授、産学官 ･地域連携センター副セ
ンター長）･菊地哲夫（本学前教授、総合研究所研究会農業協同組合研究部会幹
事）･高梨子文恵（本学准教授、日本協同組合学会理事）･望月洋孝（本学准教
授、実践総合農学会学術委員）･犬田剛（本学助教、前 ･日本政策金融公庫　農
業事業本部勤務）

第 2報告：群馬県 JA邑楽館林におけるやる気ある農家支援事業活動における人と職場の革新
報告者：阿部裕幸（群馬県 JA邑楽館林代表理事組合長）

第 3報告：みどりの食料システム戦略における熊本県 JA菊池の提案と挑戦
報告者：三角修（熊本県 JA菊池代表理事組合長）

コメント： 3つの報告に対して、①食料 ･農業 ･農村基本法の検証 ･見直し論議について谷口信和
氏（東京大学名誉教授）が課題解決の方向を、②「農業経営と農協」における両輪の“人
財育成”･“事業革新”の好循環について西井賢吾氏（日本協同組合連携機構 JCA主任研
究員）が課題解決の方向を、③農地の土壌診断で浮かび上った農地のメタボ状態からの
脱却を各作目の栽培視角から後藤逸男氏（全国土の会会長 ･東京農業大学名誉教授）が、
課題解決の方向を明らかにした。
さらに、全体討論と交流会を開催した。

２－２． 日本農業労災学会 ･東京農業大学総合研究所研究会農業協同組合研究部会など 3研究部会の
主催で
（1） 2023年度（第 3回）農業労災ワークショップ（主題：『海外に学ぶ農作業事故防止 ･労災

補償対策―アイルランドなど欧州と韓国の取り組みを中心に―』）を 2023年 6月 1日（木）
13:00～16:00に Zoomによるオンラインで開催し、農業協同組合研究会部会長の白石は企
画 ･座長担当した。

（2） 10周年記念シンポジウム（統一テーマ：『新たな農業労災学の展望と農作業事故の根絶を
目指して』）を 2023年 10月 20日（金）13:00～16:45に東京農業大学世田谷キャンパス横
井講堂＋ Zoomによるオンライン方式で開催し、農業協同組合研究会部会長の白石はシン
ポジウム企画 ･座長アドバイサー等を担当した。

◆部会名：農業生産工程管理（GAP）研究部会
◇部会長：入江　憲治　　　連絡幹事：齋藤　修平
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．幹事会開催
　　第一回幹事会　05月 08日
　　第二回幹事会　08月 21日
　　第三回幹事会　12月 04日
２．講演会開催
講演会タイトル：「GAP 認証に関わる仕事の色々」
日時：令和 5年 12月 04日（月）16:20～17:50
会場：東京農業大学厚木キャンパス 1304教室
目的： 先進国では近年、食品事故（偽装、異物混入、生物的あるいは化学的汚染）を未然に防ぐ

ために食品加工業では HACCP認証導入の義務化が進んでいる。一方で、原材料を生産す
る農業においても欧米を中心に GAP認証の導入が進んできているが、我が国ではまだその
普及が進んでいない。そこで今回セミナーでは GAP認証に関わる仕事を理解し、コンサル
タントや審査員の立場から見た GAPについて学ぶことを目的とする。

２－１．講演内容
（講演 1）
講演者：山田 篤史 :テュフズードジャパン株式会社 マネジメントサービス GlobalG.A.P.審査員
演題：「審査員から見た GAPと審査員という仕事」

（講演 2）
講演者：井上 淳広 :ファームアライアンス株式会社 コンサルティング事業部
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演題：「コンサルタントから見た GAPとコンサルタントという仕事」
主催：東京農業大学総合研究所研究会　農業生産工程管理（GAP）研究部会
参加者：16名（学生 15名（うちリモート 1名）、教員 1名（主催者を除く）

３．勉強会の開催
　適宜 GAPの勉強会を実施した。

◆部会名：農村計画研究部会
◇部会長：宮林　茂幸　　　連絡幹事：入江　彰昭、栗田　和弥
◇令和 5（2023）年度 活動報告
・現地シンポジウムを予定していたが、予定が合わず開催できなかった。
・ 群馬県川場村冨士山地区および中野地区，高知県津野町、福島県鮫川村、茨城県阿見町での農村集
落との交流活動を通じて、集落景観の再生に取り組んだ。

◆部会名：農薬部会
◇部会長：本山　直樹　　　連絡幹事：薮田　五郎
◇令和 5（2023）年度 活動報告
（1）会員数：法人会員　22社　個人会員　3名
（2）会議
　　　総会：令和 5年 5月 19日（金）　参加者 65名
　　　　　　　特別講演『みどりの食料システム戦略の内容と課題～植物防疫の立場から～』
　　　　　　　講演者：早川 泰弘氏（一般社団法人日本植物防疫協会理事長）
　　　幹事会：第 146回（令和 5年 5月 19日）　ハイブリッド開催
　　　　　　　第 147回（令和 5年 7月 21日）　ハイブリッド開催
　　　　　　　第 148回（令和 5年 8月 18日）　ハイブリッド開催
　　　　　　　第 149回（令和 5年 9月 15日）　ハイブリッド開催
　　　　　　　第 150回（令和 5年 11月 17日）　ハイブリッド開催
　　　　　　　第 151回（令和 6年 3月 29日）　ハイブリット開催
　　　新年顔合わせの会：令和 6年 1月 19日　参加者 23名
　　　特別講演：『カイコガの性フェロモン受容体の発見―昆虫の嗅覚受容体―』
　　　　　　　　講演者：西岡　孝明氏（京都大学名誉教授）

　　　部会セミナー：
第 127回セミナー（令和 5年 7月 21日）　参加者 56名
新規殺虫剤ブロフラニリド（テネベナール®）の開発経緯
直井　敦子氏（三井化学クロップ＆ライフソリューション㈱研究開発本部殺虫剤チーム）
ドローンによるきめ細やかな薬剤散布に係るガイドラインについて
野口　淳氏（一般財団法人、日本緑化センター）
臨時部会セミナー（令和 5年 8月 18日）　参加者　69名
ASEAN-Pesticides Management Harmonization（PMH）
Dr.Vasant L. Patil（Consultant USDA FAS & CropLife Asia Singapore）
有機農業推進に便乗した反農薬 /非農薬を謳った疑義資材の昔と今
本山　直樹氏（千葉大学名誉教授 /東京農業大学総合研究所研究会農薬部会長）
第 128回セミナー（令和 5年 9月 15日）　参加者　70名
畑作除草剤アクシーブ®（ピロキサスルフォン）の開発経緯と国際普及の現状
中谷　昌央氏（土）クミアイ化学工業㈱研究開発本部）
宇宙園芸の現状と展望
高橋　秀幸氏（千葉大学大学院園芸学研究院宇宙園芸研究センター長 ･特任教授）
第 129回セミナー（令和 5年 11月 17日）　参加者　30名
誘引剤を用いた害虫防除―フェロモン SL＠を中心に
望月　文昭氏（千葉大学非常勤講師 /元信越化学工業㈱）
千葉県農業における環境負荷低減に係る取り組みについて
吉村　直美氏（千葉県農林水産部安全農業推進課環境農業推進室）
第 130回セミナー（令和 6年 3月 29日）
芳香族アミノ酸に由来する植物二次代謝研究
須恵　雅之氏（東京農業大学応用生物科学部教授）
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農薬学会の現状と展望
松田　一彦氏（農薬学会会長、近畿大学農学部教授）

　　シンポジウム：「第 3回殺虫剤抵抗性対策シンポジウム」（令和 5年 12月 22日）
　　　　　　　　　　農林害虫防除研究会と共催

◆部会名：バイオビジネス部会
◇部会長：大久保　研治　　　連絡幹事：鈴木　充夫
◇令和 5（2023）年度 活動報告
１．地域食農ビジネスとの連携プロジェクト
　　（国際食農科学科食農 ･文化政策研究室と共同実施）
会津坂下町の食や農に関する地場産業との連携プロジェクトとして、会津坂下町の食農資源を活
用した新商品を開発するための調査、研究を下記の通り実施した。
①ブレンド米開発：猪俣徳一商店との共同開発。
・ パナソニックより炊飯機の貸し出し、Panasonic Cooking @Lab炊飯部による協力体制など支援
を受けた。
・ブレンド米第 3弾は開発を継続中
②非常食開発：猪俣徳一商店と共同開発と無印良品でのプロモーション活動
・ 2022年度に開発した世田谷の地場野菜「大蔵大根」と福島県会津産コシヒカリを使用した非常
食を商品化し、猪俣徳一商店で販売を開始した。
・ 関連イベントを無印良品砧店 ･経堂店（世田谷区）および郡山桑野店（福島県郡山市）で実施
した。

③リキュールの開発：五ノ井酒店、大和川酒造との共同開発。
・ 2022年に開発した日本酒と福島県産果樹の果汁を使用したリキュール「かじかじ」が発売され
た。

④福島復興イベントへの参加
・ 2023年 8月 18日（金）～20日（日）に、竹原肉店、五ノ井酒店と共同で、2022年第 4回下町
上野ふるさと盆踊り大会 with『発見！ふくしま夏まつり』に出店し、馬肉焼きと会津の日本酒
を販売した。（8月 18日は前夜祭）

◆部会名：バイオマス ・ 資源 ・ エネルギー研究部会
◇部会長：大西　章博　　　連絡幹事：中村　貴彦
◇令和 5（2023）年度 活動報告
下記の通り実施した。
NITE（独立行政法人製品評価技術基盤機構）と東京農業大学がバイオテクノロジー分野の連携に関す
る協定に基づく共同研究の中間報告会を 2023年 3月 22日に実施した。
（連携協定：https://www.nite.go.jp/nbrc/information/release/20190110.html）
　報告会の内容は第 3回国際発酵 ･醸造食品産業展（2024年 7月 30から 8月 1日：東京ビッグサイ
ト）にて公開させて頂く。（https://hakkoexpo.jp/）

◆部会名：人と生物圏研究部会
◇部会長：濱野　周泰　　　連絡幹事：中村　貴彦
◇令和 5（2023）年度 活動報告
幹事会：令和 6年 2月、部会活動について（リモート）
　　　　令和 6年 3月、新入会員「杉丸勝郎氏」の確認（リモート）
打合せ：令和 6年 3月、現地視察の運営について
観察会：以下の現地視察は感染症 ･部会長の都合（怪我治療）の影響で実施することができなかった。

１．都市のグリーンインフラ視察
　　〇北青山再開発緑地（ののあおやま）
２．樹木の種 ･資源保存地視察
　　〇多摩森林科学園

◆部会名：みどりの環境創造研究部会
◇部会長：中村　幸人　　　連絡幹事：鈴木　伸一
◇令和 5（2023）年度 活動報告
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　本研究部会は、「みどりの環境デザイン」を基礎理念において、在来植物の有効利用による自然再生
とその管理方法の研究 ･普及を目的としている。本研究会員も多く所属する（一社）日本植木協会と
の連携による「植生アドバイザー育成講座」開催のほか、環境省 ･農林水産省共管「人材認定等事業」
における「植生管理士」の資格認定事業や補助講座として「植生管理士スキルアップセミナー」を実
施している。
　令和 5年度は新型コロナウイルス COVID-19の影響から脱し、本格的な活動再開の一年となった。
カリキュラム改編も実施した。「植生アドバイザー育成講座」は事前ビデオ学習、フィールド研修、オ
ンライン講座を取り入れ、参加申込者に多面的な学びを提供し、知識の定着を図った。
　人と自然の共生に向けて「みどり」を再生する人材をより多く育成輩出することが当部会の使命で
ある。昨今、植生管理業務に興味を持つ方々が増えてきていることから、今後活動に一層の厚みを加
えていきたい。
令和 5（2023）年度の主な活動状況

【セミナー】「植生調査士」スキルアップセミナー
開催日：令和 5年 6月 28日～29日
場　所：新潟県（日本海側中越地方）の自然植生と土地利用を観察 ･調査する研修会
　　　　燕市国上山ブナ林、新潟市佐潟の水生植物、日本海海岸砂丘植物の観察 ･調査
参加者：27名
【セミナー】「植生アドバイザー」育成講座
開催日：令和 5年 8月 31日～9月 2日（2泊 3日）、
場　所：「世田谷区民健康村」群馬県川場村、フィールド研修
事前ビデオ学習：令和 5年 8月 1日～8月 30日
オンライン講座：令和 5年 9月 9日
参加者：46名
【認定試験】
開催日：令和 5年 10月 14日
テーマ：「植生管理士」認定試験 ･筆記
場　所：（一社）日本植木協会　会議室
【認定試験】中止
開催日：令和 5年 11月 11日
テーマ：「植生管理士」認定試験 ･実技
場　所：「横浜自然観察の森」横浜市栄区上郷町
【幹事会】
第 1回：令和 5年 2月 22日
第 2回：令和 5年 5月 31日
第 3回：令和 5年 8月 4日
テーマ： 「植生アドバイザー」育成講座、「植生管理士認定試験」、「植生管理士スキルアップセミナー」

の実施計画、カリキュラム検討等について
方　法：ミーティングソフト ZOOMを使用したオンライン会議
参加者：13名

◆部会名：労災対策研究部会
◇部会長：北田　紀久雄　　　連絡幹事：半杭　真一
◇令和 5（2023）年度 活動報告
＜シンポジウムの開催＞
　日本農業労災学会、労災対策研究部会、就農者推進教育研究部会、農業協同組合研究部会の共催
により、以下のシンポジウムをハイブリッドで開催した。
　このシンポジウムは、労災対策研究部会と日本農業労災学会が主に企画 ･運営を担当し、問題意
識を一部共有する就農者推進教育研究部会、農業協同組合研究部会にご協力していただき、開催し
たものである。
　テーマ：「新たな農業労災学の展望と農作業事故の根絶を目指して」
　日　時：2023年 10月 20日（金）13：00～16：40
　会　場：ハイブリッド開催（東京農業大学世田谷キャンパス横井講堂 ･ Zoomによるオンライン）
第Ⅰ部　記念講演
座　　長：北田紀久雄（元東京農業大学教授）
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第 1講演「農業労災学の新たなパラダイムと方法論開発の方向」
　　　　　門間敏幸（東京農業大学名誉教授）
第 2講演「利用者にやさしい農業機械開発の現状と今後」
　　　　　田島 淳（東京農業大学教授）
第 3講演「農業者の命を守る法制度 ･労災補償の課題と今後の展開方向」
　　　　　中村雅和（いのしし社会保険労務士事務所所長）
第 4講演 「JAグループの農業労災の安全対策と労災補償対策の取り組みの実態 ･課

題と今後の展開方向」宮永 均（JAはだの代表理事組合長）
第Ⅱ部　パネルディスカッション
テ ー マ：「農作業事故の根絶を目指して -自助 ･共助 ･公助の連携を創る」
座　　長：半杭真一（東京農業大学准教授）、緒方大造（日本農業新聞論説委員）
　　　　　白石正彦（アドバイザー、東京農業大学名誉教授）
パネリスト： 髙橋良行（㈱グリーンファーム代表取締役（福島県）、日本農業法人協会副会長）、

石澤 哲（全国農業協同組合中央会 営農 ･担い手支援部営農企画課考査役）、土佐竜
一（農林水産省農産局技術普及課生産資材対策室長）、夏川周介（佐久総合病院名誉
院長）、鈴木泰子（社会保険労務士法人リライアンス代表）、稲垣勇一（クボタ農作
業安全検討会 社内連絡会議事務局 ･農機国内サービス事業推進部担当部長）

＜農業労災ワークショップの開催＞
日本農業労災学会が主催した以下の第 3回農業労災ワークショップを後援して開催した。
テ ー マ： 「海外に学ぶ農作業事故防止 ･労災補償対策―アイルランドなど欧州と韓国の取り組み

を中心に―」
日　　時：2023年 6月 1日（木）13:00～16:00
方　　法：オンライン開催
座　　長：緒方大造（日本農業新聞論説委員）、白石正彦（東京農業大学名誉教授）
基調報告： 田島 淳（東京農業大学教授）、山田 優（日本農業新聞特別編集委員）、金 京蘭 ･崔 棟

弼（韓国農村振興庁農業者安全推進団）
コメント： 氏田由可（ILO 東 ･東南アジア太平洋ディーセント ･ワーク技術支援チーム労働安全

衛生上級専門官）、宮永 均（JAはだの代表理事組合長）、門間敏幸（東京農業大学名
誉教授）

質疑応答 ･意見交換
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